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●沖縄管内における自動車保有車両台数推移 

 
 
 
 

●令和 7 年度街頭検査実施状況（沖縄県内） 
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検査車両数 ２，５７４台
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●継続 OSS 利用状況
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※R5.1 より検査証の電子化
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○電子車検証への移行がまだの場合 ○自重計技術基準適合証未確認の場合
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●自動車整備事業の現況（令和 8 年 3 月末現在） 
 ※詳細は沖縄総合事務局ホームページ 業務概況をご参照ください。 
 
認証・指定工場数の推移及び監査件数等 
区分            年度 R３ R４ R５ R６ R７ 

認
証
工
場 

工 場 数 1,182 1,201 1,212 1,230 1,234 

新 規 ／ 廃 止 31/19 29/10 24/14 33/14 22/18 

整 備 主 任 者 2,547 2,420 2,434 2,489 2,518 

監査（処分）件数 12(0) 0(0) 1(1) 2(0) 0(0) 

指
定
工
場 

工 場 数 401 403 405 405 403 

新 規 ／ 廃 止 16/12 31/28 15/13 9/7 8/12 

指定整備率（本島） 72.3% 72.2% 72.1％ 72.4% 71.7% 

指定整備率（宮古） 51.6% 50.4% 52.7％ 50.9% 49.3% 

指定整備率（八重山） 55.0% 55.4% 57.1％ 53.9% 52.1% 

指定整備率（合計） 70.5% 70.4% 70.5％ 70.5% 69.7% 

検 査 員 数 1,079 1,048 1,047 1,047 1,054 

監査（処分）件数 86(10) 107(11) 104(4) 178(6) 136(15) 

 注：処分件数は、文書警告以上（文書警告・改善命令・停止・取消） 
   指定整備率は登録車＋軽自動車の合計 
 
 

●指定自動車整備工場の監査結果及び処分等事例（沖縄県内） 

監査実施結果（３月末現在） 令和５年度 令和６年度 令和 7 年度 

監査実施工場数 102 176 122 

監査件数 104 178 136 

指定自動車整備事業の指定の取消 0 0 0 

保安基準適合証等の交付の停止 0 1 1 

自動車検査員の解任命令 0 1 0 

事業場の文書警告 4 5 14 

自動車検査員の文書警告 2 1 17 

口頭による警告 7 17 6 

合    計 13 25 38 
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参考（道路運送車両法等抜粋） 

第９０条  自動車特定整備事業者は、特定整備を行う場合においては、当該自動車の特定整備に係る部分が
保安基準に適合するようにしなければならない。

第９１条  自動車特定整備事業者は、特定整備記録簿を備え、特定整備をしたときは、これに次に掲げる事項 

を記載しなければならない。 

一 登録自動車にあっては自動車登録番号、第六十条第一項後段の車両番号の指定を受けた自動車にあ 

っては車両番号、その他の自動車にあっては車台番号 

二 特定整備の概要 

三 特定整備を完了した年月日 

四 依頼者の氏名又は名称及び住所 

五 その他国土交通省令で定める事項 

２ 略 

３ 特定整備記録簿は、その記載の日から二年間保存しなければならない。 

第９１条の３  自動車特定整備事業者は、第八十九条から前条までに定めるもののほか、自動車の整備につ
いての技術の向上、適切な点検及び整備の励行の促進その他自動車特定整備事業の業務の適正な運営を
確保するために国土交通省令で定める事項を遵守しなければならない。

第９４条の３  道路運送車両法９４条の２第１項の指定を受けた者（以下「指定自動車整備事業者」という。）は、
同項の設備（自動車の検査の設備を含む。次項において同じ。）、技術及び管理組織を同条第１項に規定す
る基準に適合するように維持しなければならない。  

第９４条の５  指定自動車整備事業者は、自動車（検査対象外軽自動車及び小型特殊自動車を除く。）を国土
交通省令で定める技術上の基準により点検し、当該自動車の保安基準に適合しなくなるおそれがある部分
及び適合しない部分について必要な整備をした場合において、当該自動車が保安基準に適合する旨を自動
車検査員が証明したときは、請求により、保安基準適合証及び保安基準適合標章（～中略～）を依頼者に交
付しなければならない。以下、略  

２～３ 略  
４  第一項の場合においては、自動車検査員は、国土交通省令で定める基準により、当該自動車が保安基準

に適合するかどうかを検査し、その結果これに適合すると認めるときでなければ、その証明をしてはならな
い。この場合において、自動車検査員が当該自動車について国土交通省令で定める技術上の基準により同
項の点検を行い、その結果保安基準に適合すると認めた部分は、国土交通省令で定めるところにより、検査
において保安基準に適合するものとみなす。  

５～１２ 略  

第９４条の６第１項 指定自動車整備事業者は、指定整備記録簿を備え、保安基準適合証、保安基準適合標章
又は限定保安基準適合証を交付した自動車について、次に掲げる事項を記載しなければならない。  
（１）  車名及び型式、車台番号、原動機の型式並びに登録自動車にあっては自動車登録番号、第６０条第

１項後段の規定により車両番号の指定を受けた自動車にあっては車両番号  
（２）  点検及び整備並びに検査の概要  
（３）～（６） 略

第９４条の１０ 第９４条の５第１項及び第９４条の５の２第１項の証明の方式、保安基準適合証、保安基準適合
標章及び限定保安基準適合証の様式その他保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合
証に関する実施細目、指定整備記録簿の様式並びに業務の適正な運営の確保のために指定自動車整備事
業者及び自動車検査員の遵守すべき事項は、国土交通省令で定める。 

指定自動車整備事業規則 
第７条  
２  自動車検査員は、自動車が当該自動車に係る自動車検査証に記載された道路運送車両法施行規則第３５

条の３第１項各号（第３号、第１５号、第１９号から第２１号まで及び第２８号を除く。）並びに第３５条の４第１項
第５号及び第７号に掲げる事項について事実と相違があると認めるときは、法第９４条の５第一項の証明（一
時抹消登録を受けた自動車又は法第６９条第４項の規定による自動車検査証返納証明書の交付を受けた検
査対象軽自動車若しくは二輪の小型自動車に係るものを除く。）をしてはならない。 

7



最近の処分事例 

 具 体 的 違 反 概 要 違 反 条 項 処 分 内 容 

１ 

（認証）

自動車特定整備事業者（認証工場）において、法令違反が疑われ立入り監査を実施したところ、次の

違反が確認された。

＜違反の概要＞ 

【特定整備事業関係】 

（１）特定整備記録簿の記載なし 

（２）特定整備記録簿の一部記載漏れ、

記載誤り 

（３）特定整備記録簿を２年間保存して 

いない 

（４）整備主任者の特定整備等に関する

統括管理不備 

道路運送車両法第９１条

第１項違反 

道路運送車両法第９１条

第３項違反 

道路運送車両法第９１条

の３ 

事業停止 １５日間 

２ 

（指定）

継続検査申請窓口において、基準緩和認定期限が切れている状態で保安基準適合証を交付したこと

を確認し、立入り監査を実施したところ、自動車検査員が保安基準不適合状態であるにもかかわらず、

適合証に証明したことを確認した。 ※令和５年度：２件、令和６年度：１件 

＜違反の概要＞ 

【指定整備事業関係】 

（１）故意以外により保安基準不適合状

態で適合証を交付した 

道路運送車両法第９４条

の５第１項違反 

文書警告 

※過去５年間において行政処分等が無

く、自動車整備事業全般に渡り改善が見

込まれることから違反点数を２分の１とし

た 

【自動車検査員関係】 

（１） 検査員が保安基準不適合状態で

あるにもかかわらず適合証に証明

した 

道路運送車両法第９４条

の５第４項違反 

文書警告 

※自動車検査員は、「自動車整備事業者

に対する行政処分等の基準について」の

細部取扱いについて５（２）の取扱いによ

り文書警告とした
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３ 

（指定） 

事業者から自主申告があり立入り監査を実施したところ、ＯＳＳ継続申請車両において、保安基準適

合証及び指定整備記録簿について異なる車両の情報を入力し、申請していたことを確認した。 

※令和５年度：２件 

＜違反の概要＞ 

【指定整備事業関係】 

（１） 管理体制について、法令の規定を 

遵守する体制でない 

 

（２）指定整備記録簿の記載誤り 

 

 

 

道路運送車両法第９４条

の３第１項違反 

 

道路運送車両法第９４条

の６第１項違反 

 

 

 

文書警告 

※過去５年間において行政処分等が無

く、自主申告及び自動車整備事業全般に

渡り改善が見込まれることから違反点数

を２分の１とした 

４ 

（指定） 

立入り監査を実施したところ、同一性（自動車登録番号）が相違する車両に対して保安基準適合証を

交付したことを確認した。 

＜違反の概要＞ 

【指定整備事業関係】 

（１） 同一性の相違する自動車にもかか

わらず適合証を交付した。 

 

 

【自動車検査員関係】 

（１） 検査員が、同一性の相違する自動 

車にもかかわらず適合証を交付し

た 

 

 

道路運送車両法第９４条

の５第１項違反 

 

 

 

道路運送車両法第９４条

の１０違反 

 

 

 

文書警告 

※過去５年間において行政処分等が無

く、自動車整備事業全般に渡り改善が見

込まれることから違反点数を２分の１とし

た 
文書警告 

※自動車検査員は、「自動車整備事業者

に対する行政処分等の基準について」の

細部取扱いについて５（２）の取扱いによ

り文書警告とした 

 

５ 

（指定） 

事業者から自主申告があり立入り監査を実施したところ、OBD検査未実施の状態で保安基準適合証

を交付したことを確認した。 ※令和６年度：２件 

＜違反の概要＞ 

【指定整備事業関係】 

（１） OBD 検査を OBD 確認モードで実施 

  し適合証を交付した。 

 

 

道路運送車両法第９４条

の５第１項違反 

 
 
 
口頭注意 
※過去５年間において行政処分等が無

く、自動車整備事業全般に渡り改善が見

込まれることから違反点数を２分の１とし

た 
 

６ 

（指定） 

立入監査を実施したところ、制動力の総和等が保安基準不適合状態であるにもかかわらず保安基準

適合証を交付したことを確認した。 

＜違反の概要＞ 

【指定整備事業関係】 

(1)25 台の車両について、保安基準不

適合状態であるにもかかわらず保安基

準適合証を交付した。 

【自動車検査員関係】 

検査員は、保安基準不適合状態である

にもかかわらず適合証に証明した。 

 

 

道路運送車両法第９４条

の５第１項違反 

 

 

道路運送車両法第９４条

の５第 4 項違反 

 
保安基準適合証等交付停止日
数８０日 
※過去５年間において行政処分等が無

く、自動車整備事業全般に渡り改善が見

込まれることから違反点数を２分の１とし

た 
文書警告 

※自動車検査員は、「自動車整備事業者

に対する行政処分等の基準について」の

細部取扱いについて５(３)①の取扱いに

より文書警告とした。 9



検査機器等による保安基準の判定基準について

※詳細については保安基準又は審査事務規程で確認をお願いします。

○サイドスリップ（保安基準 第１１条  審査事務規程 7-13・8-13・9-2） 

項  目 判定基準 

４輪以上の自動車のかじ取り車輪の横滑り量 
走行１ｍにつき横すべり量が±5mm 以下 

※輸入車の一部は例外的取扱いがあります。 

○ブレーキ（保安基準 第１２条、１３条  審査事務規程 7-15～20・8-15～20・9-3） 

項  目 判定基準 

主

制

動

装

置

和

一般車両

制動力の総和

(注１・4) 
検査時車両状態の重量の 4.90N/kg(50%)以上

後車輪の制動力の和 検査時車両状態の後軸重の 0.98N/kg(10%)以上

トレーラ 制動力の和（注 2・4) 検査時車両状態の軸重の 4.90N/kg(50%)以上

最高速度 80km/h 未満の

自動車であって以下の場合

車両総重量

車両重量

制動力の総和（注 1) 車両総重量の 3.92N/kg(40%)以上

左右の制動力の差 検査時車両状態の軸重の 0.78N/kg(8%)以下

駐車ブレーキ 制動力の総和(注 3) 検査時車両状態の重量の 1.96N/kg(20%)以上

分離ブレーキ 制動力の総和 検査時車両状態の重量の 1.96N/kg(20%)以上

検査時車両状態＝空車状態＋５５ｋｇ（運転者１名：前軸重に加える）

(注 1)前輪のすべての車輪がロックし、それ以上計測が困難な場合は、その状態で適合とみなす。 

(注 2)当該車両のすべての車輪がロックし、それ以上計測が困難な場合は、その状態で当該軸重の

4.90N/kg(50%)以上とみなす。 

(注 3)当該装置を備える全ての車輪(推進軸制動の場合には推進軸)がロックし、それ以上計測が困難な場

合は、その状態で当該軸重の 1．96N/kg(20%)以上とみなす。 

(注 4)降雨等の天候条件によりブレーキ・テスタのローラが濡れている場合には 3.92N/kg(40%)以上

で制動力の総和が適合するものとする。 

○スピードメータ（保安基準 第４６条  審査事務規程 7-110・8-110・9-11）

項  目 判定基準 

指

示

の

誤

差

測定車の速度計が 

40km/h を指示した 

時のテスタの指示値 

平成 18 年 12 月 31 日

までの製作車 

一般車両 
31.0～44.4km/h 

(誤差値+9.0～-4.4km/h) 

二輪車・三輪車 

側車付二輪車 

29.1～44.4km/h 

(誤差値+10.9～-4.4km/h) 

平成 19 年 1 月 1 日 

以降の製作車 

一般車両 
31.0～42.5km/h 

(誤差値+9.0～-2.5km/h) 

二輪車・三輪車 

側車付二輪車 

29.1～42.5km/h 

(誤差値+10.9～-2.5km/h) 

≦1.25
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〇前照灯等（保安基準 第３２条 審査事務規程 7-65～68・8-65～68・9-8・9-9） 

 

 

 

 

① 走行用前照灯（ハイビーム） 

→平成１０年８月３１日以前に製作された自動車 

 

② すれ違い用前照灯（ロービーム） 

→平成１０年９月１日以降に製作された自動車 

 （二輪自動車等除く） 

 

 

 

軽自動車の製作年月日は、型式のガス記号により判定する。 

 

① 走行用前照灯 

車両型式のガス記号が 

「Ｖ－○○○」、「Ｄ－○○○」等 

一桁で始まる自動車 

 

② すれ違い用前照灯 

 車両型式のガス記号が 

「ＧＤ－○○○」、「ＥＢＤ－○○○」等 

 二桁以上で始まる自動車 

 

 

 

 

 

前照灯の検査に係る製作年月日の判定について 

軽自動車の判定について 
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○走行用前照灯（ハイビーム）「平成１０年８月３１日以前に製作された自動車」、「二輪自動車、側車付二

輪自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最高

速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車」            

項  目 判定基準（前方１０ｍの位置）

光度

4 灯式前照灯

以外のもの 

すれ違い前照灯が同時点灯しない構造 １灯につき 15,000cd 以上 

すれ違い前照灯が同時点灯する構造 １灯につき 12,000cd 以上 

但し 12,000ｃｄに満たない場合は同時点

灯するすれ違い用前照灯との光度の和 
合計が   15,000cd 以上 

4 灯式前照灯

主走行ビーム １灯につき 12,000cd 以上 

但し 12,000ｃｄに満たない場合は他の走

行用前照灯との光度の和 
合計が   15,000cd 以上 

光軸

左右

の振

れ 

一般車両 
左側 左２７ｃｍ～右２７ｃｍ以内 

右側 左２７ｃｍ～右２７ｃｍ以内 

二輪自動車 

側車付二輪車
2 灯式の場合もそれぞれ 左２７ｃｍ～右２７ｃｍ以内 

光軸

上下
一般車両 

上方は１０ｃｍ以下 

下方は前照灯取付高さの１／５以内

最高光度の合計は 430,000cd を超えないこと。 

○すれ違い用前照灯（ロービーム）「平成１０年９月１日以降に製作された自動車（二輪自動車、側車付

二輪自動車、除雪、土木作業その他特別な用途に使用される自動車で地方運輸局長の指定するもの、最

高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車及び農耕作業用小型特殊自動車を除く。）」 

項  目 判定基準 

光度

カットオフ

を有する 

すれ違い前照灯中心高さ

１ｍ以下 
左 23cm 下 11cm の測定点で１灯につき 6,400cd 以上

すれ違い前照灯中心高さ

１ｍ超える 
左 23cm 下 16cm の測定点で１灯につき 6,400cd 以上

カットオフを有さない 最高光度点における光度が 6,400cd 以上 

光 軸

の 

範囲

カットオフ

を有する 

すれ違い前照灯中心高さ

１ｍ以下 

すれ違い前照灯中心高さ

１ｍ超える 

カットオフを有さない 

7cm 

27cm 照明中心  27cm

20cm

照明中心

前方 10m において

左図の点線内にエル

ボー点があれば適合

前方 10m において

左図の点線内にエル

ボー点があれば適合

左図の点線内に最高

光度点があれば適合

2cm

27cm 照明中心  27cm

15cm
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○近接排気騒音規制値適用時期一覧（保安基準 第３０条  審査事務規程 7-56・8-56・9-5） 

新型 継続 輸入 Ｈ１０年規制前 

普通・小型・

軽自動車

（定員１０以

下の乗用

車、二輪車・

側車付二輪

車を除く。） 

総重量 3.5t 超 

200HP 

(150kW※)超 

乗用 
10.10.1 11.9.1 12.4.1 

107 dB 
Ｈ１０年規制  99 dB 

乗用以外 
13.10.1 15.9.1 15.9.1 

Ｈ１３年規制  99 dB 

総重量 3.5t 超 

200HP 以下 

(150kW※)以下 

全輪駆動車 
13.10.1 14.9.1 14.9.1 

105 dB 

Ｈ１３年規制  98 dB 

全輪駆動

車以外 

乗用
12.10.1 13.9.1 13.9.1 

Ｈ１２年規制  98 dB 

乗用

以外

13.10.1 14.9.1 14.9.1 

Ｈ１３年規制  98 dB 

総重量１．７ｔ超３．５ｔ以下 
12.10.1 14.9.1 14.9.1 

103 dB 

Ｈ１２年規制  97 dB 

総重量１．７以下 
11.10.1 12.9.1 13.4.1 

Ｈ１１年規制  97 dB 

軽自動車 

運転者席の前方に

エンジン 

11.10.1 12.9.1 13.4.1 

Ｈ１１年規制  97 dB 

運転者席の前方に

エンジン以外 

12.10.1 13.9.1 13.9.1 

Ｈ１２年規制  97 dB 

定員１０以下

の乗用車

で、普通・小

型・軽自動

車（二輪車・

側車付二輪

車を除く。） 

後部エンジン 

定員７人以上 
11.10.1 13.9.1 14.4.1 

103 dB 

Ｈ１１年規制  100 dB 

定員６人以下 
10.10.1 11.9.1 12.4.1 

Ｈ１０年規制  100 dB 

後部エンジン 

以外 

定員７人以上 
11.10.1 13.9.1 14.4.1 

Ｈ１１年規制  96 dB 

定員６人以下 
10.10.1 11.9.1 12.4.1 

Ｈ１０年規制  96 dB 

小型二輪車 
13.10.1 15.9.1 15.9.1 

99 dB 
Ｈ１３年規制  94 dB 

軽二輪車 
10.10.1 11.9.1 12.4.1 

Ｈ１０年規制  94 dB 

大型特殊・小型特殊 110 dB 

  （注） （１５０ｋＷ※）はＨ１０年規制以降のもの

※１ H22.4.1 以降に製作された自動車（乗車定員１１人以上の自動車、車両総重量が 3.5ｔを超える自動

車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車を除く。）については、加速走行騒音基準も適用されます。 

※２ 年式の古い車両（H1.5.31（輸入車 H4.3.31)以前に製作された自動車）によっては定常走行騒音によ

るものもあるので保安基準や事務規定に照らし合わせて確認すること。 
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○平成 26 年騒音規制車（保安基準 第３０条  審査事務規程 7-56・8-56・9-5） 

平成２６年騒音規制の適用を受ける二輪自動車にあっては、別添１０「近接排気騒音の測定方法（相対値規制

適用時）」により測定した近接排気騒音を dB で表した値が９４dB を超える騒音を発しない構造でなければなら

ない。 
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○平成 28 年騒音規制車（保安基準 第３０条  審査事務規程 7-56・8-56・9-5）

①平成２８騒音規制の適用を受ける使用の過程にある自動車であって次に揚げるものは、それぞれに定める

構造でなければならない。 

次表の「区分」に揚げる自動車のうち、当該自動車の消音器について改造又は交換を行ったものは、別添９

「近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）」により測定した近接排気騒音 dB で表した値がそれぞれ

「規制値」を超える騒音を発しない構造であること。 

区分 規制値 

乗車定員 11 人以上

の専ら乗用の用に供

する自動車及び貨物

の運送の用に供する

自動車（三輪自動車

を除く。） 

車両総重量が３.５ｔ超

え、原動機の最高出

力が１５０ｋｗを超える

もの 

自動車検査証の備考欄に

記載された近接排気騒音

値が９４dB を超えるもの 

自動車検査証 

備考欄記載値 

＋５ 

自動車検査証の備考欄に

記載された近接排気騒音

値が９４dB を超えないもの 

９９ 

車両総重量が３.５ｔを

超え、原動機の最高

出力が１５０ｋｗ以下の

もの 

自動車検査証の備考欄に

記載された近接排気騒音

値が９３dB を超えるもの 

自動車検査証 

備考欄記載値 

＋５ 

自動車検査証の備考欄に

記載された近接排気騒音

値が９３dB を超えないもの 

９８ 

車両総重量が３.５ｔ以

下のもの 

自動車検査証の備考欄に

記載された近接排気騒音

値が９２dB を超えるもの 

自動車検査証 

備考欄記載値 

＋５ 

自動車検査証の備考欄に

記載された近接排気騒音

値が９２dB を超えないもの 

９７ 

専ら乗用の用に供す

る乗車定員 10 人以

下 の自動車（三輪自

動車を除く。） 

車両の後部に原動機

を有するもの 

自動車検査証の備考欄に

記載された近接排気騒音

値が９５dB を超えるもの 

自動車検査証 

備考欄記載値 

＋５ 

自動車検査証の備考欄に

記載された近接排気騒音

値が９５dB を超えないもの 

１００ 

車両の後部に原動機

を有するもの以外のも

の 

自動車検査証の備考欄に

記載された近接排気騒音

値が９１dB を超えるもの 

自動車検査証 

備考欄記載値 

＋５ 

自動車検査証の備考欄に

記載された近接排気騒音

値が９１dB を超えないもの 

９６ 

二輪自動車及び側車

付二輪自動車（使用

の過程において二輪

自動車から改造を行

ったものに限る。） 

自動車検査証の備考欄に記載されて近接排気騒音値

が８９dB を超えるもの 

自動車検査証 

備考欄記載値 

＋５ 

自動車検査証の備考欄に記載されて近接排気騒音値

が８９dB を超えるもの 

９４ 
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②次表の「区分」に揚げる自動車のうち、当該自動車に備える消音器について、細目告示別添１１２「後付消

音器の技術基準」に規定する市街地加速走行騒音有効防止後付消音器の基準に適合する消音器を備える

自動車並びに、消音器の改造又は交換を行っていないものについては、別添１０「近接排気騒音値の測定方

法（相対値規制適用）」により測定した近接排気騒音を dB で表した値が、それぞれ「規制値」を超える騒音を

発しない構造であること。 

区分 消音器の種類 規制値 

平成２８騒音規制の適用を受け

る使用の過程にある自動車 

市街地加速走行騒音有効防止後付消音器の

基準に適合するもの 

性能等確認済表

示記載値 

＋５ 

改造又は交換を行っていないもの 自動車検査証 

備考欄記載値 

＋５ 
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○警音器検査（保安基準 第４３条  審査事務規程 7-97・8-97・9-10） 

項  目 判定基準

平成 15 年 12 月 3１日 

以前に製作された車 

車両中心線上の自動車前端から２ｍ、

高さ１ｍの位置で２回測定した平均値

（補正回路Ｃ特性） 

９０～１１５ｄＢ 

 平成 16 年 1 月１日 

以降に製作された車

車両中心線上の自動車前端から７ｍ、

高さ 0.5～1.5ｍの最大の音の位置で２

回測定した平均値（補正回路Ａ特性） 
８７～１１２ｄＢ 

※平成１５年１２月３１日以前の製作車は２つの基準のどちらを用いてもよい。 

○排気ガス検査（保安基準 第３１条  審査事務規程 7-58・8-58・9-6）

項  目
判定基準

ＣＯ ＨＣ 

①普通車、小型車

平成１０年規制以降

ガス記号２桁以上 

（ＧＡ・ＧＢ除く） 

②、③以外 １．０％以下 ３００ｐｐｍ以下

平成１０年規制前 

ガス記号１桁、なし 

②、③以外 
４．５％以下 

１２００ｐｐｍ以下

特殊エンジン ３３００ｐｐｍ以下

②軽自動車 

平成１０年規制以降

ガス記号２桁以上 
４サイクル 

２．０％以下 ５００ｐｐｍ以下

平成１０年規制前 

ガス記号１桁、なし 
４．５％以下 １２００ｐｐｍ以下

③ 2 ｻｲｸﾙの自動

車 
 ４．５％以下 ７８００ｐｐｍ以下

④大型特殊 

(19～560kw 未満) 

新型 H19.10.1～(継続 H20.9.1～) 

かつガス記号３桁 
１．０％以下 ５００ｐｐｍ以下

⑤二輪自動車 

  （含側車付） 

令和２年規制 

ガス記号８AL、８BL、８LL 
０．５％以下 １０００ｐｐｍ以下

平成１９年規制 

ガス記号２AL、２BL 
３．０％以下 １０００ｐｐｍ以下

平成１１年規制 

ガス記号２桁 

４サイクル 
４．５％以下 

２０００ｐｐｍ以下

２サイクル ７８００ｐｐｍ以下

（注）・ガス記号とは自動車検査証の車両の型式の「－」ハイフン前の 1桁～３桁の英文字をい

う。 

   ・並行輸入等、ガス記号がないものは製作年月日で判定してください。 

また、平成１０年規制（H10.10.1～H11.8.31(輸入車は H12.3.31 まで))のもので型式

記号が２桁で、製作年月日で判断し平成１０年規制以前の判定基準で判定するものがあ

ります。ただし平成１０年規制で判定することができます。 

   ・特殊エンジンとは特殊なエンジンとして国土交通大臣が認定した型式の自動車をいう。 
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○ディーゼル黒煙検査（保安基準 第３１条 審査事務規程 7-58・8-58・9-7・別添 11・12） 

Ｈ９年規制以降 Ｈ５・６年規制以降 Ｈ５年規制以前 

ガス記号 

（注１） 
判定基準 

ガス記号

（注１） 
判定基準 

ガス記号

（注１） 
判定基準 

黒 煙 汚 染 度 KA～KD 除く２桁の型式

A B C D N P で始まる 

３桁型式の内、オパシ測

定車(注３)以外 

25%以下 KA KB 

KC KD

40%以下 無 K N P

Q S U W 

X Y 

50%以下

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ値 0.80m-1 以下 1.62m-1 以下 2.76m-1 以下

閾 値 ( 注 ２ ) 0.64m-1 以下 1.29m-1 以下 2.20m-1 以下

  

オパシ測定

車（注３）

ポスト新長期規制車 Ｈ１７年規制 

ガス記号（注１） 判定基準 ガス記号（注１） 判定基準 

規 制 値
L F M R Q S T 2 3 4 

5 6 7 から始まる３

桁型式

0.50m-1 以下 
A B C D N P で始まる 

3 桁型式の内、オパシ

測定車(注３)  

0.80m-1 以下 

閾 値 ( 注 ２ ) 0.40m-1 以下 0.64m-1 以下 

注１ ガス記号とは自動車検査証の車両の型式欄の「－」ハイフン前の 1 桁～３桁の英文字をいう。 

注２ 閾値（しきいち）とは、黒煙測定器による検査では３回測定した平均値で合否判定しますが、オパシメータでは

１回目又は２回目の測定値が、閾値以下であれば、その時点で基準に適合しているとみなし、検査を終了す

ることができます。 

注３ オパシ測定車とは 

① 自動車検査証の備考欄に「オパシメータ測定」と記載があるもの。 

② 型式指定番号が「１６０００番以降」のもの。（特殊自動車除く） 

③ 自動車検査証の型式欄のガス記号がないもので以下のもの。 

 ○ 乗用車（定員 10 人以下）及びその他の車両（車両総重量 1.7t を超え 2.5t 以下及び車両総重量 3.5t を超

え 12t 以下を除く）は、平成 22 年 9 月 1 日以降生産車。 

 ○ 乗用車（定員 10 人以下）を除く車両のうち、車両総重量 1.7t を超え 2.5t 以下及び車両総重量 3.5t を超え

12t 以下の車両は、  平成 23 年 9 月 1 日以降生産車。 
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○大型特殊自動車のディーゼル黒煙検査 

（保安基準 第３１条 審査事務規程 7-58・8-58・9-7・別添 11・12） 

H18 年規制 H19 年規制 H20 年規制 Ｈ23～25 年規制 

ガス 

記号 

（注１）

判定基準 

ガス 

記号 

（注１）

判定基準 

ガス 

記号

（注１）

判定基準 
ガス記号

（注１）
判定基準

黒 煙 汚 染 度

JDS 

25%以下

EDR 

25%以下

KDP 

30%以下

UDS

WDP・WDR

XDM・XDN

25%以下

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ値 0.80m-1 以下 0.80m-1 以下 1.01m-1 以下
0.80m-1 以

下

閾 値 ( 注 ２ ) 0.64m-1 以下 0.64m-1 以下 0.80m-1 以下
0.64m-1 以

下

黒 煙 汚 染 度

EDM 

40%以下

KDN 

35%以下

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ値 1.62m-1 以下 1.27m-1 以下

閾 値 ( 注 ２ ) 1.29m-1 以下 1.01m-1 以下

オパシ測定車

Ｈ26 年規制

ガス記号（注１） 判定基準 

規 制 値 YDM・YDN・YDP 

YDR・YDS

0.50m-1 以下 

閾 値 ( 注 ２ ) 0.40m-1 以下 

注１ ガス記号とは自動車検査証の車両の型式欄の「－」ハイフン前の 1 桁～３桁の英文字をいう。 

注２ 閾値（しきいち）とは、黒煙測定器による検査では３回測定した平均値で合否判定しますが、オパ

シメータでは１回目又は２回目の測定値が、閾値以下であれば、その時点で基準に適合していると

みなし、検査を終了することができます。 
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基本 （別　紙）

自動車検査証の有効期間及び定期点検の間隔に関する整理表

定期点検の間隔

点検区分等　

備　　　　考

（主な車種など）

　対象車種

旅　　　　　客 ○ １年 ← バス、タクシー、ハイヤー

GVW８ｔ以上 ○ ○注３ １年 ←

GVW８ｔ未満 ○ ○注３ ２年 １年

軽 ● ２年 ←

２　　輪 ● ３年 ２年

通常タイプ ○ ２年 ← 霊柩車

定員１１名以上 ○ １年 ← 霊柩車（バス形状）

軽 ● ２年 ←

GVW８ｔ以上 ○ ○注３ １年 ← トラック（３輪車を含む）

GVW８ｔ未満 ○ ○注３ ２年 １年

軽 ○ ２年 ←

定員１１名以上 ○ １年 ← マイクロバス

幼児専用車 ○ １年 ← 園児送迎車

普通・小型 ○ ２年 １年 マイカー型

軽 ○ ２年 ←

３　　輪 ○ ２年 １年

小　　型 〇 ２年 １年 250ccを超えるﾊﾞｲｸ（3輪ﾊﾞｲｸを含む）

検査対象外自動車 〇 なし ← 250cc以下のﾊﾞｲｸ（3輪ﾊﾞｲｸを含む）

普通・小型 ○ ２年 １年 キャンピング車

GVW８ｔ以上 ○ ○注３ １年 ← タンク車、冷蔵冷凍車

GVW８ｔ未満 ○ ○注３ ２年 １年

軽 ○ ２年 ←

GVW８ｔ以上 ○ ２年 １年 ホイール・クレーン

GVW８ｔ未満 ○ ２年 １年 フォーク・リフト

GVW８ｔ以上 ○ ○注３ １年 ← ｽﾄﾗﾄﾞﾙ･ｷｬﾘｱ、ﾎﾟｰﾙ･ﾄﾚｰﾗ

GVW８ｔ未満 ○ ○注３ ２年 １年

検査対象外自動車 ○ なし ← そり付、カタピラ付軽自動車

GVW８ｔ以上 ○ ○注３ １年 ← トラック（３輪車を含む）

GVW８ｔ未満 ○ ２年 １年

軽 ● ２年 ←

定員１１名以上 ○ １年 ← マイクロバス

幼児専用車 ○ １年 ← 園児送迎車

普通・小型 ● ３年 ２年 一般の乗用車（マイカー）

軽 ● ３年 ２年

３　　輪 ○ ２年 ←

小　　型 ● ３年 ２年 250ccを超えるﾊﾞｲｸ（3輪ﾊﾞｲｸを含む）

検査対象外自動車 ● なし ← 250cc以下のﾊﾞｲｸ（3輪ﾊﾞｲｸを含む）

普通・小型 ○８ｔ超 ○８ｔ未満 ２年 ← キャンピング車

GVW８ｔ以上 ○ ○注３ １年 ←

GVW８ｔ未満 ○ ２年 １年

※ 軽 ● ２年 ←

GVW８ｔ以上 ○ ２年 ← ホイール・クレーン

GVW８ｔ未満 ○ ２年 ← フォーク・リフト

GVW８ｔ以上 ○ ○注３ １年 ← ｽﾄﾗﾄﾞﾙ･ｷｬﾘｱ、ﾎﾟｰﾙ･ﾄﾚｰﾗ

※ GVW８ｔ未満 ○ ２年 １年

検査対象外自動車 ○ なし ← そり付、カタピラ付軽自動車

（注） １．点検整備記録簿の保存期間で●印は２年、○印は１年を示す。

２．GVWは車両総重量を示す。

３．別表４は被けん引自動車（トレーラ）に限る。

運
送
事
業
用

検査証の

（

別
表
３
）

３
か
月

（

別
表
４
）

３
か
月

（

別
表
５
）

６
か
月

（

別
表
７
）

１
年

有効期間（

別
表
５
の
２
）

６
か
月

（

別
表
６
）

１
年

　
　
以
降

２
回
目

２
輪

特
種

貨
物

自
家
用
自
動
車

レ
ン
タ
カ
ー

タンク車、ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ車、冷蔵冷凍
車、散水車、塵芥車、活魚運搬車、
ﾎﾞｰﾄ･ﾄﾚｰﾗ

貨
物

特
種

初
回

貨
物

乗
用

２
輪

貨
物

大
特

大
特 貨

物

（貨物運送事業者のトラック（３輪車を
含む））貨

物

貨
物

乗
用

霊
柩
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○記録簿の記載方法
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特定整備記録簿記載例 

《記載例１》…ガラス交換を構内外注し、レーダー交換及びエーミング作業を自ら行った場合 

《記載例２》…レーダー交換を外注元、エーミング作業を外注先で実施した場合 

※電子制御装置整備の全部を他の自動車整備事業者に外注した場合は、外注元の特定整備事業者

は、特定整備記録簿に記載しないよう注意してください。
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《記載例３》…事業場内に限り電子制御装置点検整備作業場以外の場所において電子制御装置整

備作業を実施した場合 

①自社の電子制御装置点検整備作業場でエーミング作業を行えないことから、電子制御装置整備作業場の屋上でエーミング

作業を行った場合。 

③ 離れた作業場（○○板金工場）でバンパ交換を行った場合 

《記載例４》…電動パーキングブレーキ（ＥＰＢ）及びホイール・パーク式ブレーキ、並びに電

動パワーステアリング（ＥＰＳ）の記載例 
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【重
要
な
お
知
ら
せ
】指
定
整
備
事
業
者
の
皆
様
へ

令
和
1
0
年
1
月
か
ら
「紙
」の
保
安
基
準
適
合
証

の
取
扱
い
は
、
原
則
“ 廃
止
”と
な
りま
す

     
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（
参

考
）
各

ア
ッ

プ
デ

ー
ト

の
解

説

４
．

自
動

車
整

備
士

資
格

の
実

務
経

験
年

数
の

短
縮

１
．

認
証

工
場

の
機

器
要

件
の

見
直

し

２
．

指
定

工
場

（大
型

）の
最

低
工

員
数

の
緩

和

３
．

自
動

運
転

車
の

検
査

員
要

件
の

強
化

２
級

、
３

級
、

特
殊

の
自

動
車

整
備

士
資

格
を

取
得

す
る

た
め

の
実

務
経

験
期

間
を

短
縮

（
座

学
で

補
完

）

２
級

自
動

車
整

備
士

３
年

→
２

年
３

級
自

動
車

整
備

士
１

年
→

６
月

特
殊

自
動

車
整

備
士

２
年

→
１

年
４

カ
月

自
動

車
技

術
の

変
化

を
踏

ま
え

、
認

証
工

場
の

機
器

要
件

を
見

直
す

自
動

運
転

車
の

検
査

を
行

う
検

査
員

を
１

級
自

動
車

整
備

士
に

限
る

以
下

を
満

た
す

指
定

工
場

（
大

型
）
の

最
低

工
員

数
を

緩
和

（
５

人
→

４
人

）

①
省

力
化

設
備

・
機

器
が

導
入

さ
れ

て
い

る
こ

と

②
合

理
的

な
管

理
体

制
が

適
切

に
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

③
工

員
の

処
遇

が
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

④
工

員
の

質
が

適
切

に
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

※
指

定
工

場
（
中

型
・
小

型
・
二

輪
）
の

最
低

工
員

数
（
４

人
）
の

見
直

し
に

つ
い

て
は

、
引

き
続

き
、

調
査

検
討

【
今

後
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

】
公

布
：

令
和

７
年

７
月

８
日

施
行

：
公

布
の

日
（
１

．
２

．
４

．
５

．
６

）
令

和
７

年
１

０
月

８
日

（
７

．
）

令
和

１
１

年
４

月
１

日
（
３

．
）

６
月

２
年

廃
止

追
加

・
タ

イ
ヤ

の
傾

き
を

測
定

す
る

機
器

（
３

つ
）

→
設

置
不

要
と

す
る

（
※

現
在

は
、

ア
ラ

イ
メ

ン
ト

テ
ス

タ
で

の
測

定
又

は
外

注
が

一
般

的
）

・
小

型
・
軽

・
二

輪
の

整
備

に
使

用
し

な
い

機
器

（３
つ

）
→

普
通

（
大

型
・
中

型
）・

大
特

を
扱

う
工

場
を

除
き

設
置

不
要

と
す

る

・
エ

ン
ジ

ン
、

バ
ッ

テ
リ

の
機

能
確

認
の

た
め

の
機

器
（
３

つ
）

→
  
整

備
用

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル
等

が
あ

れ
ば

、
設

置
不

要
と

す
る

・
整

備
用

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル
の

設
置

を
必

須
と

す
る

（
新

規
認

証
等

か
ら

適
用

）

５
．

「
電

子
」点

検
整

備
記

録
簿

の
解

禁

「
紙

」
の

点
検

整
備

記
録

簿
の

車
両

へ
の

備
え

付
け

に
代

え
て

、

携
帯

電
話

等
へ

の
「
電

子
的

方
法

」
に

よ
る

保
存

で
も

可
と

す
る

（
た

だ
し

、
求

め
ら

れ
た

場
合

に
速

や
か

に
提

示
で

き
る

こ
と

）

⇒
整

備
工

場
が

電
子

的
に

発
行

可
能

に

６
．

オ
ン

ラ
イ

ン
研

修
・講

習
の

解
禁

現
在

、
対

面
が

原
則

で
あ

る
「
整

備
主

任
者

研
修

（
法

令
）
」
、

「
自

動
車

検
査

員
研

修
」
、

「
養

成
施

設
に

お
け

る
学

科
講

習
」

に
つ

い
て

、
オ

ン
ラ

イ
ン

方
式

を
可

と
す

る

７
．

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル
等

に
よ

る
点

検
可

能
範

囲
の

拡
大

点
検

項
目

に
つ

い
て

、
目

視
に

代
え

て
、

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル
等

に
よ

る
確

認
で

も
可

と
す

る
範

囲
を

拡
大

す
る

1
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１
．

認
証

工
場

の
機

器
要

件
の

見
直

し

認
証

工
場

が
備

え
る

べ
き

整
備

用
機

器
は

、
道

路
運

送
車

両
法

施
行

規
則

に
定

め
ら

れ
て

い
る

整
備

技
術

の
変

化
に

伴
い

、
「
使

わ
れ

な
く
な

っ
た

機
器

」
、

「
新

た
に

必
要

と
な

っ
た

機
器

」が
生

じ
て

い
る

背
景

改
正

概
要

（
省

令
）

公
布

：
令

和
７

年
７

月
８

日
施

行
：

公
布

の
日

そ
の

他
：

整
備

用
ス

キ
ャ

ン
ツ

ー
ル

の
義

務
付

け
は

、
認

証
の

新
規

取
得

時
又

は
事

業
場

移
転

時
か

ら
適

用

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

事
業

者
か

ら
の

ご
意

見
等

自
動

車
の

電
子

的
な

整
備

に
対

応
す

る
た

め
に

は
、

「
整

備
用

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル
」
が

必
要

使
わ

れ
な

く
な

っ
た

機
器

は
、

認
証

基
準

か
ら

外
し

て
ほ

し
い

認
証

工
場

が
備

え
る

べ
き

機
器

に
つ

い
て

以
下

の
見

直
し

を
行

う
廃

止

①
ト

ー
イ

ン
ゲ

ー
ジ

②
キ

ャ
ン

バ
ー

キ
ャ

ス
タ

ゲ
ー

ジ

③
タ

ー
ニ

ン
グ

ラ
ジ

ア
ス

ゲ
ー

ジ

⑩
整

備
用

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル

設
置

を
不

要
と

す
る

※
ア

ラ
イ

メ
ン

ト
テ

ス
タ

に
よ

る
測

定
又

は
外

注
が

一
般

的

④
ホ

イ
ー

ル
プ

ー
ラ

⑥
ベ

ア
リ

ン
グ

レ
ー

ス
プ

ー
ラ

⑤
グ

リ
ー

ス
ガ

ン
/

シ
ャ

シ
・
ル

ブ
リ

ケ
ー

タ

タ
イ

ヤ
の

傾
き

を
測

定
す

る
機

器
※

⑦
比

重
計

⑧
エ

ン
ジ

ン
タ

コ
テ

ス
タ

⑨
タ

イ
ミ

ン
グ

ラ
イ

ト

追
加

小
型

車
・
軽

・
二

輪
の

整
備

に
使

用
し

な
い

機
器

普
通

（
大

型
）
・
普

通
（中

型
）
・
大

特
を

扱
う

工
場

を
除

き
設

置
を

不
要

と
す

る

整
備

用
ス

キ
ャ

ン
ツ

ー
ル

等
で

代
替

可

⑦
は

バ
ッ

テ
リ

テ
ス

タ
、

⑧
⑨

は
整

備
用

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル
が

あ
れ

ば
設

置
を

不
要

と
す

る

認
証

の
新

規
取

得
時

等
か

ら
義

務
付

け

電
子

整
備

に
必

要

2
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２
．

指
定

工
場

（
大

型
）
の

最
低

工
員

数
の

緩
和

指
定

工
場

が
最

低
限

配
置

す
べ

き
工

員
数

は
、

通
達

に
よ

り
定

め
ら

れ
て

い
る

最
低

工
員

数
は

、
点

検
整

備
・
検

査
に

お
け

る
分

業
体

制
を

考
慮

し
て

定
め

ら
れ

て
い

る
が

、
近

年
、

省
力

化
の

た
め

の
設

備
・
機

器
が

普
及

し
て

い
る

近
年

、
人

手
不

足
で

最
低

工
員

数
を

満
た

せ
な

い
た

め
、

指
定

を
返

上
す

る
事

業
者

も
生

じ
て

い
る

背
景

改
正

概
要

（
通

達
）

公
布

：
令

和
７

年
７

月
８

日

施
行

：
公

布
の

日

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

事
業

者
か

ら
の

ご
意

見
等

最
低

工
員

数
を

満
た

せ
ず

指
定

を
返

上
せ

ざ
る

を
得

な
い

。
地

域
の

整
備

能
力

が
不

足
す

る
お

そ
れ

一
方

で
、

単
純

な
緩

和
は

、
点

検
整

備
・
検

査
を

適
切

に
実

施
で

き
な

い
事

業
者

を
生

む
お

そ
れ

整
備

の
省

力
化

等
を

前
提

に
、

指
定

工
場

の
最

低
工

員
数

の
緩

和
を

検
討

し
て

も
よ

い
の

で
は

な
い

か

以
下

の
要

件
を

満
た

す
指

定
工

場
（
大

型
）
の

最
低

工
員

数
を

緩
和

（
５

人
→

４
人

）

①
省

力
化

設
備

・
機

器
が

導
入

さ
れ

て
い

る
こ

と

②
合

理
的

な
管

理
体

制
が

適
切

に
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

③
工

員
の

処
遇

が
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

④
工

員
の

質
が

適
切

に
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

※
指

定
工

場
（
中

型
・
小

型
・
二

輪
）
の

最
低

工
員

数
（
４

人
）

に
つ

い
て

は
、

引
き

続
き

、
調

査
検

討

3
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３
．

自
動

運
転

車
の

検
査

員
要

件
の

強
化

指
定

工
場

に
お

け
る

検
査

は
、

「
自

動
車

検
査

員
」
で

な
け

れ
ば

行
う

こ
と

が
で

き
な

い

自
動

車
検

査
員

の
選

任
要

件
は

、
指

定
自

動
車

整
備

事
業

規
則

（昭
和

３
７

年
運

輸
省

令
第

４
９

号
）
に

規
定

自
動

運
転

車
は

電
子

制
御

装
置

の
塊

で
あ

り
、

そ
の

検
査

に
は

、
電

子
制

御
に

関
す

る
高

い
専

門
性

が
必

要

背
景

改
正

概
要

（
省

令
）

公
布

：
令

和
７

年
７

月
８

日
施

行
：

令
和

１
１

年
４

月
１

日
そ

の
他

：
施

行
日

時
点

で
自

動
運

転
車

の
検

査
を

行
っ

て
い

る
指

定
事

業
者

は
、

４
年

の
間

、
２

級
の

自
動

車
検

査
員

に
も

自
動

運
転

車
の

検
査

を
行

わ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
。

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

事
業

者
か

ら
の

ご
意

見
等

自
動

運
転

車
の

検
査

は
、

電
子

制
御

に
関

す
る

知
識

・
能

力
を

有
す

る
「
１

級
自

動
車

整
備

士
」
に

行
わ

せ
る

べ
き

そ
の

こ
と

は
、

１
級

自
動

車
整

備
士

の
価

値
向

上
に

も
資

す
る

た
だ

し
、

自
動

運
転

車
の

普
及

に
対

し
て

十
分

な
数

の
１

級
自

動
車

整
備

士
が

存
在

す
る

必
要

が
あ

る

自
動

運
転

車
（
レ

ベ
ル

３
・
４

の
自

動
運

行
装

置
を

搭
載

し
た

車
両

）
の

検
査

を
行

う
自

動
車

検
査

員
は

、
現

在
の

要
件

に
加

え
て

１
級

自
動

車
整

備
士

資
格

を
保

有
し

て
い

る
者

の
中

か
ら

選
任

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

自
動

車
検

査
員

（
１

級
自

動
車

整
備

士
資

格
）

自
動

車
検

査
員

（
２

級
自

動
車

整
備

士
資

格
）

指
定

工
場

自
動

運
転

車
の

検
査

4
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４
．

自
動

車
整

備
士

資
格

の
実

務
経

験
年

数
の

短
縮

自
動

車
整

備
士

資
格

を
取

得
す

る
た

め
に

は
、

「
自

動
車

整
備

士
技

能
検

定
規

則
」
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

①
実

務
経

験
を

満
た

し
、

②
技

能
検

定
試

験
に

合
格

す
る

必
要

が
あ

る

※
専

門
学

校
等

（
一

種
養

成
施

設
）
を

修
了

し
た

場
合

に
は

実
務

経
験

は
免

除
さ

れ
る

整
備

作
業

が
「
機

械
中

心
」
か

ら
「
電

子
中

心
」と

な
り

、
作

業
経

験
よ

り
も

座
学

が
重

要
と

な
っ

て
い

る

背
景

改
正

概
要

（
省

令
）

公
布

：
令

和
７

年
７

月
８

日

施
行

：
公

布
の

日

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

事
業

者
か

ら
の

ご
意

見
等

高
校

生
が

３
級

自
動

車
整

備
士

資
格

を
取

得
後

、
２

級
取

得
ま

で
に

３
年

を
要

す
る

の
は

、
あ

ま
り

に
長

い

そ
の

こ
と

が
理

由
で

自
動

車
整

備
士

を
あ

き
ら

め
る

若
者

も
あ

る

若
者

が
自

動
車

整
備

士
を

目
指

し
や

す
い

資
格

体
系

と
す

べ
き

２
級

、
３

級
、

特
殊

の
自

動
車

整
備

士
資

格
を

取
得

す
る

た
め

に
必

要
な

実
務

経
験

期
間

を
短

縮

２
級

自
動

車
整

備
士

３
年

→
２

年

３
級

自
動

車
整

備
士

１
年

→
６

月

特
殊

自
動

車
整

備
士

２
年

→
  
１

年
４

カ
月

６
月

２
年

5
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５
．

「
電

子
」
点

検
整

備
記

録
簿

の
解

禁

自
動

車
の

使
用

者
は

、
「
点

検
整

備
記

録
簿

」
（紙

）
を

自
動

車
に

備
え

お
か

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

デ
ィ

ー
ラ

ー
等

で
は

、
「
点

検
整

備
記

録
簿

」
の

内
容

を
電

子
的

に
管

理
し

て
い

る
が

、
こ

の
要

件
を

満
た

す
た

め
に

別
途

、
紙

の
記

録
簿

も
交

付
し

て
い

る

背
景

改
正

概
要

（
省

令
）

公
布

：
令

和
７

年
７

月
８

日

施
行

：
公

布
の

日

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

事
業

者
か

ら
の

ご
意

見
等

「
点

検
整

備
記

録
簿

」
に

つ
い

て
も

、
指

定
整

備
記

録
簿

、
特

定
整

備
記

録
簿

及
び

自
賠

責
保

険
証

と
同

様
に

、
電

子
的

な
保

存
を

可
能

と
し

て
欲

し
い

た
だ

し
、

求
め

ら
れ

た
場

合
に

速
や

か
に

提
示

で
き

る
こ

と
を

条
件

と
す

べ
き

「
点

検
整

備
記

録
簿

」
の

電
子

的
な

保
存

を
可

能
と

す
る

。
（紙

に
よ

る
保

存
も

引
き

続
き

可
）

・
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

等
の

保
存

フ
ァ

イ
ル

・
SD

カ
ー

ド
等

の
外

部
メ

デ
ィ

ア
の

保
存

フ
ァ

イ
ル

・
紙

の
点

検
整

備
記

録
簿

の
ス

キ
ャ

ン
フ

ァ
イ

ル

当
局

か
ら

点
検

整
備

記
録

簿
の

提
示

を
求

め
ら

れ
た

場
合

、
直

ち
に

、
明

瞭
な

状
態

で
、

表
示

で
き

る
こ

と

※
故

障
、

バ
ッ

テ
リ

ー
切

れ
、

電
波

状
況

、
操

作
に

不
慣

れ
等

に
よ

り
表

示
で

き
な

い
場

合
、

要
件

を
満

た
さ

な
い

も
の

と
す

る

保
存

方
法

表
示

方
法

6
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６
．

整
備

主
任

者
等

の
オ

ン
ラ

イ
ン

研
修

・
講

習
の

解
禁

法
令

に
よ

り
義

務
付

け
ら

れ
て

い
る

「
整

備
主

任
者

研
修

」
及

び
「
自

動
車

検
査

員
研

修
」
は

、
対

面
に

よ
る

実
施

が
原

則
と

さ
れ

て
い

る

ま
た

、
自

動
車

整
備

士
養

成
施

設
に

お
け

る
「
講

習
」
も

対
面

に
よ

り
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い

背
景

事
業

者
か

ら
の

ご
意

見
等

他
業

種
に

お
い

て
広

く
行

わ
れ

て
い

る
「
オ

ン
ラ

イ
ン

方
式

」
を

解
禁

す
べ

き

オ
ン

ラ
イ

ン
に

よ
る

研
修

・
講

習
の

解
禁

に
よ

り
、

講
師

及
び

受
講

者
双

方
に

と
っ

て
柔

軟
な

対
応

が
可

能
と

な
り

、
人

材
の

効
率

的
な

活
用

が
可

能
と

な
る

改
正

概
要

（
通

達
）

公
布

：
令

和
７

年
７

月
８

日

施
行

：
公

布
の

日

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

「
整

備
主

任
者

研
修

」
、

「
自

動
車

検
査

員
研

修
」
の

う
ち

、
座

学
に

つ
い

て
オ

ン
ラ

イ
ン

方
式

を
可

と
す

る

自
動

車
整

備
士

養
成

施
設

に
お

け
る

「
座

学
講

習
」
に

つ
い

て
、

オ
ン

ラ
イ

ン
方

式
を

可
と

す
る

（
実

技
講

習
は

、
引

き
続

き
、

対
面

で
実

施
）

ラ
イ

ブ
配

信
形

式
サ

テ
ラ

イ
ト

配
信

形
式

動
画

配
信

形
式

7
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７
．

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル
等

に
よ

る
点

検
可

能
範

囲
の

拡
大

点
検

整
備

の
方

法
に

つ
い

て
は

、
「
自

動
車

の
点

検
及

び
整

備
に

関
す

る
手

引
」
に

規
定

各
装

置
の

点
検

は
、

目
視

や
操

作
に

よ
る

方
法

が
中

心
で

あ
る

が
、

自
己

診
断

機
能

を
搭

載
し

た
自

動
車

で
は

、
ス

キ
ャ

ン
ツ

ー
ル

等
を

用
い

て
、

同
等

の
点

検
が

行
え

る
よ

う
に

な
っ

て
い

る

背
景

事
業

者
か

ら
の

ご
意

見
等

技
術

的
に

は
、

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル
等

に
よ

る
点

検
で

も
、

目
視

等
に

よ
る

点
検

と
同

等
の

効
果

が
得

ら
れ

る

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル
等

に
よ

る
点

検
に

よ
り

、
点

検
整

備
に

要
す

る
作

業
時

間
が

短
縮

さ
れ

る
こ

と
で

、
作

業
員

１
人

あ
た

り
の

付
加

価
値

向
上

に
も

資
す

る

改
正

概
要

（
告

示
）

公
布

：
令

和
７

年
７

月
８

日

施
行

：
令

和
７

年
1
0
月

８
日

今
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

以
下

の
点

検
項

目
に

つ
い

て
、

目
視

に
よ

る
確

認
に

代
わ

り
、

ス
キ

ャ
ン

ツ
ー

ル
等

に
よ

る
確

認
を

可
と

す
る

。

【
日

常
点

検
】

①
ブ

レ
ー

キ
・
ペ

ダ
ル

の
踏

み
し

ろ
、

ブ
レ

ー
キ

の
き

き

【
定

期
点

検
】

②
ブ

レ
ー

キ
・
ペ

ダ
ル

を
踏

み
込

ん
だ

と
き

の
床

板
と

の
す

き
間

③
倍

力
装

置
（
ブ

レ
ー

キ
・
ブ

ー
ス

タ
ー

）
の

機
能

④
二

次
空

気
供

給
装

置
の

機
能

⑤
排

気
ガ

ス
再

循
環

装
置

の
機

能

例
：
ブ

レ
ー

キ
・
ペ

ダ
ル

を
踏

み
込

ん
だ

と
き

の
床

板
と

の
す

き
間

の
確

認

ブ
レ

ー
キ

を
踏

み
込

ん
だ

と
き

の
床

面
と

の
す

き
間

を
ノ

ギ
ス

等
で

測
定

（
従

来
）

・
ス

キ
ャ

ン
ツ

ー
ル

等
に

よ
る

確
認

で
も

可

（
今

後
）

1
9
5
秒

/
台

の
作

業
時

間
削

減
（
平

均
）

ペ
ダ

ル
と

床
の

す
き

間

8
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1 

別
添

「
指
定
整
備
記
録
簿
の
記
載
要
領
に
つ
い
て
」（

平
成
７
年
３
月
２
７
日
付
け
自
整
第
６
７
号
）
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

新
旧
対
照
表

（
下
線
部
分
は
改
正
部
分
）

新
旧

自
整

第
６

７
号

平
成
７
年
３
月

27
日

各
地
方
運
輸
局
自
動
車
技
術
安
全
部
長
 
殿

沖
縄
総
合
事
務
局
運
輸
部
長
 
殿

物
流
・
自
動
車
局
自
動
車
整
備
課
長

指
定
整
備
記
録
簿
の
記
載
要
領
に
つ
い
て

道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
７
年
運
輸
省
令
第
８
号
）
が
平
成
７
年
２

月
２
８
日
に
公
布
さ
れ
、
道
路
運
送
車
両
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
と
な

っ
た
。

省
令
の
施
行
に
伴
い
、
指
定
整
備
記
録
簿
（
以
下
「
記
録
簿
」
と
い
う
。）

の
記
載
要
領
に
つ
い
て
は
、
下
記

に
よ
る
こ
と
と
し
た
の
で
、
関
係
者
に
対
し
周
知
徹
底
を
図
ら
れ
た
い
。

記

１
．
～
５
．（

略
）

附
則
（
略
）

附
則
（
令
和
７
年
７
月
４
日
 
国
自
整
第
８
７
号
）

１
 
本
改
正
規
定
は
、
令
和
７
年
７
月
４
日
か
ら
施
行
す
る
。

別
紙 黒
煙
及
び
粒
子
状
物
質
の
検
査
に
係
る
「
検
査
機
器
等
に
よ
る
検
査
」
の
欄
の
記
載
例
 
（
略
）

自
整

第
６

７
号

平
成
７
年
３
月

27
日

各
地
方
運
輸
局
自
動
車
技
術
安
全
部
長
 
殿

沖
縄
総
合
事
務
局
運
輸
部
長
 
殿

物
流
・
自
動
車
局
自
動
車
整
備
課
長

指
定
整
備
記
録
簿
の
記
載
要
領
に
つ
い
て

道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
７
年
運
輸
省
令
第
８
号
）
が
平
成
７
年
２

月
２
８
日
に
公
布
さ
れ
、
道
路
運
送
車
両
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
と
な

っ
た
。

省
令
の
施
行
に
伴
い
、
指
定
整
備
記
録
簿
（
以
下
「
記
録
簿
」
と
い
う
。）

の
記
載
要
領
に
つ
い
て
は
、
下
記

に
よ
る
こ
と
と
し
た
の
で
、
関
係
者
に
対
し
周
知
徹
底
を
図
ら
れ
た
い
。

記

１
．
～
５
．（

略
）

附
則
（
略
）

（
新
設
）

別
紙 黒
煙
及
び
粒
子
状
物
質
の
検
査
に
係
る
「
検
査
機
器
等
に
よ
る
検
査
」
の
欄
の
記
載
例

○指定整備記録簿の記載要領一部改正について(抜粋) 
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2 

 

新
 

旧
 

 前
照
灯
の
検
査
に
係
る
「
検
査
機
器
等
に
よ
る
検
査
」
の
欄
の
記
載
例
 

(1
)（

略
）
 

 
(2
) 
す
れ
違
い
用
前
照
灯
の
検
査
に
よ
り
判
断
し
た
場
合
 

①
 ～

④
（
略
）

 

⑤
カ
ッ
ト
オ
フ
ラ
イ
ン
の
位
置
に
よ
り
判
断
し
た
場
合
（
二
輪
自
動
車
及
び
側
車
付
二
輪
自
動
車
に
お
い

て
、
環
境
が
整
う
ま
で
の
間
に
検
査
す
る
も
の
に
限
る
）
 

 

  (注
）「

取
付
高
さ
」
の
欄
に
「
特
例
ラ
イ
ン
」
と

記
入
す
る
。
 

 「
光
軸
の
上
下
」
の
欄
に
「
水
平
以
下
」
と
記
入

す
る
。
 

 

     

（
注
）「

光
度
」
に
つ
い
て
す
れ
違
い
灯
の
測
定
光
 

度
の
値
を
（
副
）
の
欄
に
記
入
す
る
。
 

な
お
、
走
行
用
前
照
灯
の
測
定
光
度
で
判
断
し
 

た
場
合
に
は
（
主
）
の
欄
に
も
記
入
す
る
。
 

    

  制
動
装
置
の
検
査
に
係
る
「
検
査
機
器
等
に
よ
る
検
査
」
の
欄
の
記
載
例
 
（
略
）
 

  
電
子
制
御
装
置
整
備
の
一
部
を
他
の
自
動
車
特
定
整
備
事
業
者
に
外
注
し
た
場
合
の
記
載
例
 
（
略
）
 

  

前
 
照
 
灯
 

取 付 高 さ
 

右
 

左
 

す
れ
違
い
灯
 

特
例
ラ
イ
ン
 

５
 ８

 
 
 c
m 

  

cm
 

 光
 

軸
 

 

下
 水

平
以
下
 
 
cm
 

下
 

Cm
 

左
 ・

 右
 

cm
 

左
 ・

 右
 

cm
 

 光
 

度
 

 

主
×
10
0 

 

１
６
０
 
 
cd
 

主
×
10
0 

cd
 

副
×
10
0 ４
５
  
 
cd
 

副
×
10
0 

cd
 

 前
照
灯
の
検
査
に
係
る
「
検
査
機
器
等
に
よ
る
検
査
」
の
欄
の
記
載
例
 

(1
)（

略
）
 

 
(2
) 
す
れ
違
い
用
前
照
灯
の
検
査
に
よ
り
判
断
し
た
場
合
 

①
 ～

④
（
略
）

 

⑤
カ
ッ
ト
オ
フ
ラ
イ
ン
の
位
置
に
よ
り
判
断
し
た
場
合
（
二
輪
自
動
車
及
び
側
車
付
二
輪
自
動
車
に
お
い

て
、
環
境
が
整
う
ま
で
の
間
に
検
査
す
る
も
の
に
限
る
）
 

 

  (注
）「

取
付
高
さ
」
の
欄
に
「
特
例
ラ
イ
ン
」
と

記
入
す
る
。
 

 (注
)「

光
軸
の
上
下
」
の
欄
に
右

26
cm

及
び
右
  
  

44
cm

の
点
の
カ
ッ
ト
オ
フ
ラ
イ
ン
の
位
置
を
間
に

「
－
」
を
挟
ん
で
記
入
す
る
。
 

     

（
注
）「

光
度
」
に
つ
い
て
す
れ
違
い
灯
の
測
定
光
 

度
の
値
を
（
副
）
の
欄
に
記
入
す
る
。
 

な
お
、
走
行
用
前
照
灯
の
測
定
光
度
で
判
断
し
 

た
場
合
に
は
（
主
）
の
欄
に
も
記
入
す
る
。
 

    

  制
動
装
置
の
検
査
に
係
る
「
検
査
機
器
等
に
よ
る
検
査
」
の
欄
の
記
載
例
 
（
略
）
 

 電
子
制
御
装
置
整
備
の
一
部
を
他
の
自
動
車
特
定
整
備
事
業
者
に
外
注
し
た
場
合
の
記
載
例
 
（
略
）
 

 

前
 
照
 
灯
 

取 付 高 さ
 

右
 

左
 

す
れ
違
い
灯
 

特
例
ラ
イ
ン
 

５
 ８

 
 
 c
m 

  

cm
 

 光
 

軸
 

 

下
 

５
－
６
  
 
cm
 

下
 

Cm
 

左
 ・

 右
 

cm
 

左
 ・

 右
 

cm
 

 光
 

度
 

 

主
×
10
0 

 

１
０
０
 
 
cd
 

主
×
10
0 

cd
 

副
×
10
0 ４
５
  
 
cd
 

副
×
10
0 

cd
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指定工場におけるＯＢＤ検査の判定フロー

ＯＢＤ検査の実施

ＯＢＤ検査完了

不適合内容の確認
自工場で整備可能か

合格

指定整備において
外部委託できる作業か（※１、※２）

整備実施

はい いいえ

出来映え確認後、再度ＯＢＤ検査実施

不合格

不合格

合格

外部委託作業の
実施

はい いいえ

外部委託作業の
実施

外部委託作業後の状態に
問題が無いか

問題無し

問題有り

指定工場でのフロー

外部委託先でのフロー

問題無し

改めて、受入れ点検
から開始

外部委託作業後の状態に
問題が無いか

問題有り

※１ 指定整備において、外部委託できる作業は以下の通り
・機械加工 ・鍛冶 ・メッキ ・溶接 ・タイヤの修理 ・車枠及び車体の修理
・電気装置の修理 ・計器の修理 ・自動変速装置その他特殊な部品の修理
・電子制御装置整備の構内外注又は一部外注

※２ DTCを消去する作業のみであれば、 「自動変速装置その他特殊な部品の修理」に該当し、外部委託が可能
例） 「スピードメータ検査実施後にABSのテルテールが点灯、その後テルテールは消灯しても特定DTCが残る現象」

について、当該特定DTCを消去する作業

別添R7.12
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【指定工場向け】検査用スキャンツール（機器）の届出について

令和６年１０月２１日

ＯＢＤ検査を実施する指定工場においては、（一社）日本自動車機械工具協会が公表する検査用スキャ

ンツールを備えて「指定自動車整備事業の変更届出書 第２号様式（指定）」の届出が必要となります。

今般、届出済みの指定工場において、実際に備付けられているスキャンツールと届出された内容が一致

していない事例がありました。検査用スキャンツールは、（一社）日本自動車機械工具協会が公表する『型

式、ファームウェアのバージョン、ドライバのバージョン』の３項目すべてが一致していなければ、検査機器と

して使用することはできません。

これから届出をされる指定工場の皆様におかれましては『型式、ファームウェアのバージョン、ドライバの

バージョン』が（一社）日本自動車機械工具協会が公表する内容と一致していることがわかる写真の添付を

お願いいたします。

また、下記①～③及び別紙の記載例を参考にして届出書及び添付資料を作成していただきますよう、よ

ろしくお願いいたします。

記

① 準備について

自動車技術総合機構のＯＢＤ検査システムへの事業場・利用者登録

特定ＤＴＣ照会アプリのダウンロード・インストール

（一社）日本自動車機械工具協会が公表する検査用スキャンツールの設置

② 届出書記入にあたっての注意事項

・認定された検査用スキャンツールでなければ届出できませんので、（一社）日本自動車機械工具協

会のホームページからご確認ください。

・検査用スキャンツールの備付日は機器の購入日ではなく、（一社）日本自動車機械工具協会ホーム

ページより『型式、ファームウェアのバージョン、ドライバのバージョン』を確認した日を記入し、３０日

以内に届出してください。

③ 添付資料について

・検査用スキャンツールの『型式、ファームウェアのバージョン、ドライバのバージョン』がわかる写真

を添付してください。（次のページに写真の例を載せています）

・『型式、ファームウェアのバージョン、ドライバのバージョン』の確認方法がわからない場合は、ツー

ルメーカーへお問い合わせください。（インターネットで「Ｊ２５３４ バージョン確認」と検索すると一部

のメーカーについては確認できます。）

・ＯＢＤ検査対象車を検査した後であれば、特定ＤＴＣ照会アプリから使用したＶＣＩ情報（型式、バージ

ョン等）を確認することができます。
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【添付資料の例】

○スキャンツールで確認する場合。

     

スキャンツール全体    本体で型式がわかる写真      ファームウェアとドライバのバー

ジョン情報

                 ↑本体に型式の表示がない場合はパソコンの画面上等でわかる資料を

添付。

○特定ＤＴＣ照会アプリで確認する場合

【問い合わせ先】 

沖縄県自動車整備振興会 指導課 TEL：０９８－８７７－７０６５ 

陸運事務所 整備部門 TEL：０９８－８７５－０３００ 

【参考サイト】 

              

☝（一社）日本自動車機械工具協会 HP    ☝検査用スキャンツールのＶＣＩ確認方法
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第２号様式（指定）

指定自動車整備事業の変更（届出・申請）書

沖縄総合事務局 殿

道路運送車両法等の規定により別紙書面を添え（届出・申請）します。
(注)届出にあっては「届出」、申請にあっては「申請」の文字に○を記載すること。

（ふりがな）

届出者

申請者

届出者

申請者
電話番号

（ふりがな）

電話番号

指定番号

届出・申請の変更内容 変更年月日 年 月 日

完成検査場の位置又は面積 対象とする自動車の種類 【変更申請】

自動車検査用機械器具設備 業務の範囲の限定 【変更申請】
自動車検査用機械器具設備(共用設備) 

１-①　対象とする自動車の種類の変更

普通自動車（大型） 小型四輪自動車

普通自動車（中型） 小型三輪自動車

普通自動車（小型） 小型二輪自動車

普通自動車（乗用） 軽自動車
大型特殊自動車

(注)□枠内の該当するものに、追加をするものは◎を、廃止をするものは✕を、変更がないものは〇を記載すること。

１-②　業務の範囲の限定（指定）の変更

軽油を燃料とする自動車を除く

ガソリン又は液化石油ガスを燃料とする自動車を除く

カタピラ付大型特殊自動車に限る

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

日

かぶしきがいしゃ　○○せいびこうじょう　 だいひょうとりしまりやく　〇〇　〇〇

の氏名又は名称 株式会社　○○整備工場        代表取締役　〇〇　〇〇

の住所 沖縄県浦添市字○○－○○－○

年 月

(注)該当しない項目は記載を省略することができる。（全ての項目に共通）

(注)必要に応じて、記載枠を追加・拡大または削除・縮小することができる。（全ての項目に共通）

事業場の名称

事業場の所在地 沖縄県那覇市○○－○○－○

(注)□枠内の該当するものに、限定の申請をするものは◎を、限定の解除をするものは✕を、変更がないものは〇を記載すること。

　

０９８－○○○－○○○○

令和 5 12 5

○○○

　

業務の範囲の限定
の別

　

０９８－○○○－○○○○

かぶしきがいしゃ　○○せいびこうじょう　なはてん

　

　

株式会社　○○整備工場　那覇店

(注)□枠内の該当するものに○を記載すること。

○
　

対象自動車の種類
の別

検査用スキャンツール設置に伴う指定自動車

整備事業の変更届出書の記載例

届出者欄は、個人事業であれば事業主の氏名及び住所を記入。

法人であれば法人名＋代表者氏名及び法人所在地を記入。

次のページの機械設置日を記入。

機器の追加・変更・廃棄はこちらに〇

○検査用スキャンツール設置時の届出について
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新 設
 
新 設
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２　工員の構成

自動車工（検査）

自動車工（整備）

その他(板金工等)
(注)その他（板金工等）は、電子制御装置整備に従事する板金工及び電装工等を記載する。

３　屋内作業場の面積の変更

４　自動車検査用機械器具設備の変更

ブレーキ・テスタ

前照灯試験機

音量計

騒音計

速度計試験機

一酸化炭素測定器

炭化水素測定器

黒煙測定器

オパシメータ

(注)検査機器の名称欄は、□枠内の該当するものに○を記載すること。

５-①　検査施設の共同使用

管理責任者の氏名

分

1 ○○－○○○○
ﾌｧｰﾑｳｪｱ：○．○
ﾄﾞﾗｲﾊﾞ：○．○．○○ 令和 6年 4月 1日

ｍ2 ｍ2

ｍ
2

(注)対象とする自動車の種類を拡大する場合にも記載すること。

屋内現車作業場 その他の作業場

電子制御装置
点検整備作業場 ｍ

2車両置場

完成検査場 ｍ
2

能　力 備付年月日

　
ホイール・アライ
メント・テスタ

日

年 月 日

年 月

　
サイドスリップ･テ
スタ

検査機器の名称 数 型　式

日

1 ○○－○○○○ 0～1,200hcd 令和 6年 4月 1日

　 年 月

　 年 月

1日

日

月 日

　 年 月 日

　 　 年

　 年 月 日

○ 1 ○○－○○○○ 0～100% 令和 6年

工員等の作業の別
合計 整備士数（特殊整備士を除く） 整備士以外の

工員及び特殊
整備士数（工員数） 一　級 二　級 三　級

4月 1日

4月 1日

1 ○○－○○○○ 0～10% 令和 6年 4月

1 ○○－○○○○ 0～10,000ppm 令和 6年

人 人 人3 人 人 3

0 人

人 1 人 2 人6 人 人 3

共用設備事業場

事業場の名称

所在地

当該共用設備までの自動車による所要時間

新設

減

変更

追加

検査用スキャンツール

工員数：自動車検査用機器の変更届出

においても現状の工員数を記載してくだ

欄外に、備付の事由を記載してください。

・新設：新たに機器を設置する場合

・変更：元あった機器は減じて、新たに機器を設置する場合

・追加：機器を追加で設置する場合（例：１台→２台）

・減：機器を減じる場合

○検査機器変更届出時の事由記載について
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整備部門からのお願い事 

●一時抹消登録された中古自動車の保安基準適合証の交付範囲について

 保安基準適合証を

交付できるもの 

自動車の提示をしな

くてもよいもの 
備 考 

構造等に関する事項（道

路運送車両法施行規則

第４３条の２）に変更が

ないもの 

・乗用車 
・小型貨物（注） 
・軽自動車 
・二輪自動車 

〇 〇 

・上記以外 〇 × 

（注）貨物の運送に供する小型自動車のうち、最大積載量が１トン以下であり、かつ、当該小型自動車に係る

登録識別情報等通知書の車体の形状の欄に「バン」又は「三輪バン」と記載されているもの。 

●保安基準適合証の記載について

・最終検査申請日について 

※走行距離について（記入例） 

 有効期間切り捨てる場合：「有効期間切り捨て了承済み」 

走行距離が車検証よりも少ない場合 

・メータ交換している：「メータ交換あり」  

記録簿にも記載し、OCR の走行距離欄の横に１（マイルの場合は３）の記入をお願いします。 

・メータ交換がなく前回の走行距離修正不要の場合：「前回走行距離修正不要 了承済み」 

・前回走行距離修正が必要な場合は、整備部門へ要相談 

指定自動車整備
事業者の氏名又
は名称

事業場の名称及
び所在地

  次 の 自 動 車

  

  検査の年月日    令和 ４年 ２月 １日

  自動車検査員の氏名  浦 添 次 郎    印

自動車登録番号
又は車両番号

車 台 番 号

乗 車 定 員       

用 途        車 両 総 重 量

保 険 期 間   

保 保 安 基 準 適 合 証
限 限定保安基準適合証

番 号                 令和 ４年 ２月 ２日交付

印

保
限

使
用
者

注１保安基準適合証の有効期間は、検査の日から１５日間とする。
２．限定保安基準適合証は、有効自動車検査証とともに提出すること。

００００００００１

指 定 番 号      沖指第１２３４号

最 終 の 検 査 申 請 日  令和 ４年 ２月１１日

最 終 の 検 査 申 請 日      保険会社

AB－１２３４５６   〇〇保険

AC－７８９０１２   △△保険

走 行 距 離 計 表 示 値 1,198,1  00 km  mile

が道路運送車両の保安基準に適合していることを証明する。

自動車

検査登
録印紙

自動車

審 査
証 紙 指定整備記録簿確認 

（１００ｋｍ未満は切捨て） 
輸入車等で mile 表示の場
合は mile に〇を記入する。
継続検査申請書（ＯＣＲ）の
mile 欄に２をれるのを忘れな
いこと。 

※メータについては「下記 
走行距離について参照して
ください」。 

メータ交換あり

最終の検査申請日について 
保安基準適合証の有効期間内（検査の日から１５日間）に自賠責保険期間が満了する場合
は、保険期間が不足とならないように、当該保険の最終満了日と同じ月日を記載すること（年
については、検査年月日から起算した年を記載する） 

例：自家用自動車（有効期間２年） 
 保安基準適合証完成検査日：令和４年２月 １日→令和４年２月１５日まで有効（１５日間） 
 自賠責保険期間最終満了日：令和６年２月１１日→最終の検査申請日 令和４年２月１１日

POINT
月ごとカレンダーがあると便利! 

30 31  1  2  3  4  5 
6  7  8  9 10 11 12 

13 14 15 16 17 18 19 
20 21 22 23 24 25 26 
27 28 

有効期間切り捨て了承済み
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●協力依頼 

・重量税の金額確認方法について 

 継続検査書類提出時に重量税額の間違いがある場合がございます、あらかじめ下記のサイトをご活用頂き重量税 

金額のご確認をお願い申し上げます。また、印紙はバラバラに貼らず消印がしやすいように（金額がわかりやす 

いよう）印紙貼付けのご協力をお願い致します。 

 ※毎日の業務でお忙しい事とは存じますがよろしくお願い申し上げます。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｎｅｘｔｍｖｔｔ．ｍｌｉｔ．ｇｏ．ｊｐ／ｎｅｘｔｍｖｔｔ－ｗｅｂ／ 

※ＰＣ、スマートフォンのＷｅｂから「次回自動車重量税額照会サービス」で検索すると当該照会サービスサイト

が出てきます。 

※ご利用可能時間があるのでご注意願います。

・「車台番号」と「検査予定日」を

入力 → 「照会」をクリック
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※ご利用可能時間があるのでご注意願います。 

・「車台番号」と「検査予定日」を 
入力 → 「照会」をクリック 
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●継続検査申請書（ＯＣＲ）について 

・記入欄への記載（使用者名・住所等・走行距離）間違いが多いので注意を！ 

・ＯＳＳにおいても住所・氏名の不一致が多いので自動車検査証の記載のとおりお願いします。違うと却下さ

れます。 

 ※旧漢字について入力不可の場合：新漢字で入力し、備考欄にその理由を記載（例：旧漢字入力不可のため） 

黒枠ＯＣＲシート記入時の注意点

用紙品質によるＯＣＲ読取への影響 
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●継続検査等において検査場で提示する書類について（紙検査証の場合） 

※継続検査受検の際には、書類の紛失防止と効率化のため以下の①及び②のみ提示をお願いします。 

●継続検査後、更新窓口で提出及び提示する書類

クリップは「左上」にお願いします。 

① 自動車検査票 

②車検証 

継続検査申請書（OCR シート） 

車検証 

重量税納付書

自動車検査票 

（旧）自賠責保険証 

（新）自賠責保険証 

納税証明書 
※お持ちの場合は提出

してください。 

※納税データが反映さ

れている場合は省略で

きますが反映に時間が

かかる場合があります。 
※ 提出書類以外は提出しないようにお願いいたします。
※ 自賠責保険証は袋から出して提出ください。
  （電子自賠は、データが反映されてない場合、提示を求める

場合があります） 
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電子検査証の場合 

●継続検査後、更新窓口で提出及び提示する書類
継続検査申請書（OCR シート） 

重量税納付書

自動車検査票 

（旧）自賠責保険証 

（新）自賠責保険証 

納税証明書 
※お持ちの場合は提出

してください。 

※納税データが反映さ

れている場合は省略で

きますが反映に時間が

かかる場合があります。 

電子検査証 

※ 提出書類以外は提出しないようにお願いいたします。
※ 自賠責保険証は袋から出して提出ください。
  （電子自賠は、データが反映されてない場合、提示を求める

場合があります） 
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●ＯＣＲシートの記入例について 

●持ち込み認証工場 

●指定工場 

・ハイブリット申請（電子保適）の場合 

・紙タイプの保適による申請 

記入しない

⑳証明書指示：空欄

１２６整備工場コード：空欄

走行距離：空欄

⑳証明書指示：「１」

１２６整備工場コード：

「９９＋指定番号」

走行距離：「記入」

記入要

記入要

⑳証明書指示：空欄

１２６整備工場コード：

「９９＋認証番号」

走行距離：空欄

記入要
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※ＰＣ、スマートフォンのＷｅｂから「自動車の不具合情報ホットライン」で検索すると当該照会サービスサイト

が出てきます。 
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もっと

自動車整備士は
SDGｓ達成に必要な仕事です
あなたも自動車整備士となり、
よりよいクルマ社会を
目指していきませんか？

自動車整備士の
シゴト
バーチャル体験

YouTube
ゆっくり
解説動画

YouTube

自動車整備士資格を取る
方法とそのメリット

整備士の挑戦と未来！
高度修理技術で描くキャリアパス

自動車整備士になるための
学校とコースの選び方

スマートフォンや
パソコンから
最先端の整備工場を
360°視野で
見学できるぞ！

バーチャル
整備工場を
体験してみよう

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会／全国自動車大学校・整備専門学校協会／全国自動車短期大学協会／
一般社団法人日本自動車販売協会連合会／一般社団法人全国軽自動車協会連合会／一般社団法人日本自動車工業会／
一般社団法人日本自動車連盟／日本自動車車体整備協同組合連合会／全国自動車電装品整備商工組合連合会／
全国タイヤ商工協同組合連合会／全国オートバイ協同組合連合会／一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会／
日本自動車輸入組合／一般社団法人自動車用品小売業協会／公益財団法人日本自動車教育振興財団／一般社団法人日本自動車会議所

自動車整備人材確保・育成推進協議会

自動車
整備士を
知ろう！

自動車
整備士
の
仕事

国家資格 地元で
就職可能

全国に
92,000軒の工場

スキル
アップ

働きながら

クルマに乗る人も乗らない人も安心して暮らせる理由は

自動車整備専門学校への進学を
目指す生徒で、支援対象条件を満
たす全員が、授業料減免と給付型
奨学金を受けられる制度です。

経済的条件を満たして
いれば誰でも受給可能

2年目以降も支援の継
続が可能

約９割の自動車整備専門
学校も対象

東京都専修学校各種学校協会「令和6年度学生生徒納付金調査」より

特定の企業へ就職など
の条件がない

日本学生支援機構が扱う制度

高等教育の修学支援制度

授業料減免 給付型奨学金

奨学金制度

Point Point Point Point1

16万円
59万円

約46万円

約121万円

約130万円

2 3 4

住民税非課税世帯で
実家暮らし私立自動車整備専門学校通いの場合

支援額
学校への平均納付金額

支援額でほぼカバーできる！

入学金
授業料
給付型奨学金

内訳

総支給額

ケース
スタディ

（3.83万×12ヶ月）
（１年分）

「修学支援  
新制度」の
詳細はこちら

支援額

ケース
スタディ

奨学金制度奨学金制度
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全国の養成学校の
情報はこちら

自動車整備士の
  　　って？

自動車に故障や異常がない

かを確認する「点検」、故障や

異常のある箇所の機能回復

を行う「整備」、そして、自動

車が国の定めた基準に適

合していることを確認す

る「車検」などが自動車

整備士の主な仕事です。

自動車がある限り必要な職業です。 年間給与は増加傾向にあります。 全国に約92,000工場あり、住み慣れた街
での就職が可能です。

自動車整備士として
活躍できる場所

整備工場／ディーラー／
自動車メーカーなど

全国のコンビニ約56,000軒の1.6倍

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を基に算出
（自動車整備業のほかに修理従事者を含む）

自動車整備士
主な

“3つ” の仕事

自動車整備士の 3選
需要の安定1 2 3給与の上昇 職場の選択肢
仕事がなくなりません！ 収入を得やすい仕事！ 地元で就職が可能！

R 3 4 5 6

年間給与の推移

魅 力

自動車の装置が正常
に作動しているかどう
かを判断するスキャン
ツールで、故障箇所を
容易に見つけること
ができます。

Scan Tool

自動車整備士
の技術も
アップデート！

自動車整備工場は全国に

約92,000工場

上級へのステップアップを含めた資格取得には、
国が行う自動車整備士技能検定の学科及び実
技試験に合格する必要があります。（一部免除規
定あり） 
※機械・電気・電子に関する学科を修了した場合
は、短縮になる可能性があります。短縮要件につ
いては、最寄りの地方運輸支局等にお問い合わ
せください。

自動車
整備士への
ルート

Interview

働きながら 短期間で

国家3級
自動車整備士

国家2級
 自動車整備士

国家1級
自動車整備士

1級コースへ編入
（2年制）

3年以上の実務経験
STEP UP !

自動車整備
工場等

自動車整備士養成学校

就職 進学

専門学校・短期大学・大学など

実務経験
（６ヶ月以上）

2級コース
（2年制）

1級コース
（4年制）

高校卒業

※

基礎は
バッチリ 独り立ち

スペシャ
リスト

  　　って？

スキャンツール

自動車整備

整備士としてキャリアを積み重ね、2016年に
管理職に就きました。今は、一人ひとりが成長
でき、安心して働ける職場づくりを目指してい
ます。トラブルや忙しいときこそ冷静さを保ち、
年齢や役職を超えて、意見を交わせる雰囲気
づくりに取り組んでいます。

“この人がいるから大丈夫”
そう思ってもらえる存在に。

横田拓さん
自動車整備高等技術
専門校(2年制)卒業
入社28年目
（国家1級自動車整備士）

サービスセンター 所長 人事部 採用教育課 担当課長

2年以上の実務経験
STEP UP !

自動車に故障や異常がない

かを確認する「点検」、故障や

異常のある箇所の機能回復

を行う「整備」、そして、自動

車が国の定めた基準に適

合していることを確認す

る「車検」などが自動車

整備士の主な仕事です。

自動車整備士
主な
”の仕事

自動車に故障や異常がない

かを確認する「点検」、故障や

異常のある箇所の機能回復

を行う「整備」、そして、自動

車が国の定めた基準に適

合していることを確認す

る「車検」などが自動車

整備士の主な仕事です。

自動車整備士
主

“3つ

2.

整備
3.

車検

1.

点検

仕事

ヨコタヒロム

20年間整備士として培った経験を活かし、現
在は人事部で採用活動に携わっています。
採用は、一人の未来に関わる責任ある仕事で
す。だからこそ、誠意を持って求職者の方の思
いを丁寧に引き出します。現場を知っているか
らこそ伝えられる経験談も交えながら、一人ひ
とりに寄り添ったサポートを続けていきます。

現場を経験したからこそ、
伝えられる整備の魅力。

高田大作さん
自動車整備高等技術
専門校(2年制)卒業
入社24年目
（国家1級自動車整備士）

タカタダイサク

将来は、店舗では対応が難しい不具合を解決
する専門チームで働くことが目標です。そして、
自分の整備で培った技術を未来の若い整備士
に伝えていきたいと思っています。その夢に向
けて、日々の業務を大切にしながら、着実に技
術と人間力を磨いています。

自分の技術を、
次の世代へつなぐために。
木村友紀さん
自動車整備高等技術
専門校(2年制)卒業
入社8年目
（国家2級自動車整備士）
（自動車検査員）

キムラユキ

一度は整備士の夢をあきらめ、ディーラーで事
務の仕事に就きましたが、昨年その夢をあきら
めず挑戦し、現在は整備士として働いています。
女性だからといって、整備の仕事はできないこ
とはありません。私は車が大好きなので、お客
様にも車を好きになっていただけるよう、情熱
を持って日々車とお客様に向き合っています。

車を知ることは自分を守ること。
その大切さを伝えたい。
鈴木七海さん
理系大学(4年制)卒業
入社6年目
（国家3級自動車整備士）

スズキナナミ

管理職に聞いてみた

女性整備士に聞いてみた

管理職

女性整備士
12:009:006:00 15:00 18:00 21:00 0:00

ある1日の
スケジュール 6:00

起床

7:00
起床

7:30
家を出発

8:30
家を出発

9:00
出勤

9:30
出勤

12:00-13:00
昼休憩

12:00-13:00
昼休憩

18:30
退勤

18:30
退勤

20:00
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19:30
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夕食
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全国の養成学校の
情報はこちら

自動車整備士の
  　　って？

自動車に故障や異常がない

かを確認する「点検」、故障や

異常のある箇所の機能回復

を行う「整備」、そして、自動

車が国の定めた基準に適

合していることを確認す

る「車検」などが自動車

整備士の主な仕事です。

自動車がある限り必要な職業です。 年間給与は増加傾向にあります。 全国に約92,000工場あり、住み慣れた街
での就職が可能です。

自動車整備士として
活躍できる場所

整備工場／ディーラー／
自動車メーカーなど

全国のコンビニ約56,000軒の1.6倍

出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を基に算出
（自動車整備業のほかに修理従事者を含む）

自動車整備士
主な

“3つ” の仕事

自動車整備士の 3選
需要の安定1 2 3給与の上昇 職場の選択肢
仕事がなくなりません！ 収入を得やすい仕事！ 地元で就職が可能！

R 3 4 5 6

年間給与の推移

魅 力

自動車の装置が正常
に作動しているかどう
かを判断するスキャン
ツールで、故障箇所を
容易に見つけること
ができます。

Scan Tool

自動車整備士
の技術も
アップデート！

自動車整備工場は全国に

約92,000工場

上級へのステップアップを含めた資格取得には、
国が行う自動車整備士技能検定の学科及び実
技試験に合格する必要があります。（一部免除規
定あり） 
※機械・電気・電子に関する学科を修了した場合
は、短縮になる可能性があります。短縮要件につ
いては、最寄りの地方運輸支局等にお問い合わ
せください。

自動車
整備士への
ルート

Interview

働きながら 短期間で

国家3級
自動車整備士

国家2級
 自動車整備士

国家1級
自動車整備士

1級コースへ編入
（2年制）

3年以上の実務経験
STEP UP !

自動車整備
工場等

自動車整備士養成学校

就職 進学

専門学校・短期大学・大学など

実務経験
（６ヶ月以上）

2級コース
（2年制）

1級コース
（4年制）

高校卒業

※

基礎は
バッチリ 独り立ち

スペシャ
リスト

  　　って？

スキャンツール

自動車整備

整備士としてキャリアを積み重ね、2016年に
管理職に就きました。今は、一人ひとりが成長
でき、安心して働ける職場づくりを目指してい
ます。トラブルや忙しいときこそ冷静さを保ち、
年齢や役職を超えて、意見を交わせる雰囲気
づくりに取り組んでいます。

“この人がいるから大丈夫”
そう思ってもらえる存在に。

横田拓さん
自動車整備高等技術
専門校(2年制)卒業
入社28年目
（国家1級自動車整備士）

サービスセンター 所長 人事部 採用教育課 担当課長

2年以上の実務経験
STEP UP !

自動車に故障や異常がない

かを確認する「点検」、故障や

異常のある箇所の機能回復

を行う「整備」、そして、自動

車が国の定めた基準に適

合していることを確認す

る「車検」などが自動車

整備士の主な仕事です。

自動車整備士
主な
”の仕事

自動車に故障や異常がない

かを確認する「点検」、故障や

異常のある箇所の機能回復

を行う「整備」、そして、自動

車が国の定めた基準に適

合していることを確認す

る「車検」などが自動車

整備士の主な仕事です。

自動車整備士
主

“3つ

2.

整備
3.

車検

1.

点検

仕事

ヨコタヒロム

20年間整備士として培った経験を活かし、現
在は人事部で採用活動に携わっています。
採用は、一人の未来に関わる責任ある仕事で
す。だからこそ、誠意を持って求職者の方の思
いを丁寧に引き出します。現場を知っているか
らこそ伝えられる経験談も交えながら、一人ひ
とりに寄り添ったサポートを続けていきます。

現場を経験したからこそ、
伝えられる整備の魅力。

高田大作さん
自動車整備高等技術
専門校(2年制)卒業
入社24年目
（国家1級自動車整備士）

タカタダイサク

将来は、店舗では対応が難しい不具合を解決
する専門チームで働くことが目標です。そして、
自分の整備で培った技術を未来の若い整備士
に伝えていきたいと思っています。その夢に向
けて、日々の業務を大切にしながら、着実に技
術と人間力を磨いています。

自分の技術を、
次の世代へつなぐために。
木村友紀さん
自動車整備高等技術
専門校(2年制)卒業
入社8年目
（国家2級自動車整備士）
（自動車検査員）

キムラユキ

一度は整備士の夢をあきらめ、ディーラーで事
務の仕事に就きましたが、昨年その夢をあきら
めず挑戦し、現在は整備士として働いています。
女性だからといって、整備の仕事はできないこ
とはありません。私は車が大好きなので、お客
様にも車を好きになっていただけるよう、情熱
を持って日々車とお客様に向き合っています。

車を知ることは自分を守ること。
その大切さを伝えたい。
鈴木七海さん
理系大学(4年制)卒業
入社6年目
（国家3級自動車整備士）

スズキナナミ

管理職に聞いてみた

女性整備士に聞いてみた

管理職

女性整備士
12:009:006:00 15:00 18:00 21:00 0:00

ある1日の
スケジュール 6:00

起床

7:00
起床

7:30
家を出発

8:30
家を出発

9:00
出勤

9:30
出勤

12:00-13:00
昼休憩

12:00-13:00
昼休憩

18:30
退勤

18:30
退勤

20:00
帰宅

19:30
帰宅

20:30
夕食

0:00
就寝

0:00
就寝
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プレスリリース 

令和７年７月２３日 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 64 次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11年法律第 218号）第 13条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 7年 7月 31日から施行します。 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に

伴う改正 

○ クラッチの操作を要しない機構がとられている自動車のうち専ら乗用の用

に供する乗車定員 10 人未満の自動車には、当該自動車の直前又は直後にある

障害物との衝突を防止し、又は当該障害物との衝突による被害を軽減できるも

のとして、UN R175 に規定された要件に適合するペダル踏み間違い時加速抑制

装置を備えなければならないことを規定します。［6-10 の 2、7-10 の 2、8-10

の 2］ 

○ 自動車の運転者席に視界内表示投影装置を備える場合には、運転に必要な視

野を確保し、かつ、運転操作を妨げないものとして、UN R176 に規定された要

件に適合しなければならないことを規定します。［6-41、7-41、8-41］ 

○ 農耕トラクタの運転者席及びこれと並列の座席には座席ベルトを備えなけ

ればならないことを規定します。［6-44、7-44］ 

○ 大型特殊自動車に備える灯火器、反射器及び後写鏡にあっては、運行時に取

付けが必要である旨を運転者が運転者席において容易に識別できるように表

示すること等を条件として、脱着式とすることができることを規定します。

［6-106他］ 

２．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

お問い合わせ先 

〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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令和 7 年 8 月 1 日 

交通安全環境研究所 

自動車認証審査部 

審査事務規程（交通研部分）等の一部改正について 

１．改正概要 
◆ 道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の

一部改正に伴い、「審査事務規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 2 号）等について一部改正

を行う。 

1.「審査事務規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 2 号） 別添 1（試験規程（TRIAS））の新規

追加及び一部改正を行う。

(1)細目告示に新たに採択された協定規則等に対応した TRIAS の新規追加（5 項目）

①TRIAS 08-R175-01 ペダル踏み間違い時加速抑制装置（ACPE）試験（協定規則

第 175 号） 

②TRIAS 21-R176-01 視界アシスタント試験（協定規則第 176 号） 

③TRIAS 22(3)-R173-01 座席ベルト試験（協定規則第 173 号（車両）） 

④TRIAS 22(3)-R174-01 シートベルトリマインダー試験（協定規則第 174 号）

⑤TRIAS 22(5)-R173-01 座席ベルト試験（協定規則第 173 号（ISOFIX CRS 搭載性）） 

(2)細目告示に既に採用されている協定規則の改訂に伴う一部改正（13 項目）

①TRIAS 12-R013-04 トラック、バス及びトレーラの制動装置試験（協定規則第

13 号） 

②TRIAS 12-R013H-04 乗用車の制動装置試験（協定規則第 13H 号） 

③TRIAS 17(2)-R100(1)-04 高電圧からの乗員保護試験（協定規則第 100 号（車両）） 

④TRIAS 17(2)-R153-02 電気自動車及び電気式ハイブリッド自動車の後面衝突時

における高電圧からの乗員保護試験（協定規則第 153 号） 

⑤TRIAS 18-R137(1)-04 前面衝突時の乗員保護及び燃料漏れ防止試験（協定規則第

137 号） 

⑥TRIAS 21-R125-03 直接前方視界試験（協定規則第 125 号） 

⑦TRIAS 21-R167-02 直接視界に係る自動車の試験（協定規則第 167 号） 

⑧TRIAS 22(3)-R016(1)-02 座席ベルト試験（協定規則第 16 号（単品）） 

⑨TRIAS 22(5)-R145-02 年少者用補助乗車装置取付具試験 （協定規則第 145 号） 

⑩TRIAS 32-R149-02 照射灯火試験（協定規則第 149 号（前照灯）） 

⑪TRIAS 44-R046(2)-03 後写鏡等及び後写鏡等取付装置試験（協定規則第 46 号） 

⑫TRIAS 44-R166-02 直前直左右確認装置又は直前直左右確認装置の取付試験

（協定規則第 166 号） 

⑬TRIAS 48-R157-02 自動車線維持システム試験（協定規則第 157 号） 
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(3)誤記修正等（12 項目） 

①TRIAS 08-J041(3)-01 電気重量車電力消費率試験（JH25 モード） 

②TRIAS 09-R142-02 自動車に取り付けられる空気入ゴムタイヤ試験（協定規則

第 142 号） 

③TRIAS 12-R140-02 横滑り防止装置試験（協定規則第 140 号） 

④TRIAS 12-R152-03 乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置試験（協定規則第 152

号） 

⑤TRIAS 12-003-02 駐車制動装置能力試験 

⑥TRIAS 18-R127-03 歩行者頭部及び脚部保護試験（協定規則第 127 号） 

⑦TRIAS 31-J041(4)-04 ディーゼル重量車排出ガス試験（WHDC モード） 

⑧TRIAS 33(3)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（低速走行時側方照射灯）） 

⑨TRIAS 34-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（車幅灯）） 

⑩TRIAS 34(2)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（前部上側端灯）） 

⑪TRIAS 34(3)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（昼間走行灯）） 

⑫TRIAS 43(5)-R163-01 盗難発生警報装置試験（協定規則第 163 号） 

   

2.「審査事務規程」別表 2（外国の試験機関）について、中国の試験機関（CATARC）の追加

等の改正を行う。 

 

２．関連する法令等 
・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 7 年 6 月 17 日国土交通省告示第 469 号） 

 

３．施行日 
   施行日 令和 7 年 8 月 1 日 
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プレスリリース 

令和 7年 9 月 26 日 

 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 66 次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 7年 9月 30 日から施行します。 

 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

○ 走行距離計の精度要件が規定されたことに伴い、走行距離計の精度に関する

審査方法等を規定します。［6-110、7-110、8-110］ 

○ 国土交通省において、安全確保及び環境保全に支障のない範囲で保安基準の

適用時期の見直しが行われ、基準毎に設けられている適用時期を統合すること

とされたことに伴い、適用関係の整理に係る規定を改正します。［6-9 他］ 

 

２．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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令和 7 年 10 月 31 日 

交通安全環境研究所 

自 動 車 認 証 審 査 部  

審査事務規程（交通研部分）等の一部改正について 

１．改正概要 
◆ 道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の

一部改正に伴い、「審査事務規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 2 号）等について一部改正

を行う。 

1.「審査事務規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 2 号） 別添 1（試験規程（TRIAS））の新規

追加及び一部改正を行う。

(1)細目告示に新たに採用された協定規則に対応した TRIAS の新規追加（1 項目）

①TRIAS 08-R177-01 システム出力測定法 （協定規則第 177 号）

(2)細目告示に既に採用されている協定規則に対応した TRIAS の新規追加（1 項目）

①TRIAS 11-R171-01 運転支援システム試験（協定規則第 171 号） 

(3)細目告示に既に採用されている協定規則の改訂に伴う一部改正（16 項目）

①TRIAS 11-R079-04 かじ取装置試験（協定規則第 79 号） 

②TRIAS 11(2)-R161-01 施錠装置試験（協定規則第 161 号） 

③TRIAS 11(2)-R162-01 イモビライザ試験（協定規則第 162 号）

④TRIAS 12-R013-05 トラック、バス及びトレーラの制動装置試験（協定規則第

13 号） 

⑤TRIAS 12-R152-04 乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置試験（協定規則第

152 号） 

⑥TRIAS 17(2)-R010-02 電磁両立性試験（協定規則第 10 号） 

⑦TRIAS 17(2)-R100(1)-05 高電圧からの乗員保護試験（協定規則第 100 号（車両）） 

⑧TRIAS 17(2)-R100(2)-03 高電圧からの乗員保護試験（協定規則第 100 号（単品）） 

⑨TRIAS 32-J052R048-06 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置試験 

⑩TRIAS 32-R149-02 照射灯火試験（協定規則第 149 号（前照灯）） 

⑪TRIAS 33-R149-02 照射灯火試験（協定規則第 149 号（前部霧灯）） 

⑫TRIAS 33(2)-R149-02 照射灯火試験（協定規則第 149 号（側方照射灯）） 

⑬TRIAS 43(5)-R163-01 盗難発生警報装置試験（協定規則第 163 号） 

⑭TRIAS 43(7)-R138-03 車両接近通報装置試験（協定規則第 138 号） 

⑮TRIAS 46-J088R039-03 速度計試験 

⑯TRIAS 48(2)-J089-03 運行記録計試験 
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(4)誤記修正等（11 項目） 

①TRIAS 17(2)-R135-01 ポール側面衝突後の高電圧からの乗員保護試験（協定規則

第 135 号） 

②TRIAS 17(2)-R153-02 電気自動車及び電気式ハイブリッド自動車の後面衝突時に

おける高電圧からの乗員保護（協定規則第 153 号） 

③TRIAS 34-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（車幅灯） 

④TRIAS 34(2)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（前部上側端灯）） 

⑤TRIAS 37-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（尾灯）） 

⑥TRIAS 37(3)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（駐車灯）） 

⑦TRIAS 37(4)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（後部上側端灯）） 

⑧TRIAS 39-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（制動灯） 

⑨TRIAS 41-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148 号（方向指示器）） 

➉TRIAS 44(2)-J129-01 後方視界看視装置試験 

⑪TRIAS 48-J123-02 作動状態記録装置試験 

   

2.「審査事務規程」別表 1（添付書面一覧）について、認証業務の合理化の一環として実施さ

れた「自動車型式認証実施要領（国土交通省通達）」等の改正に伴い、以下のとおり改正する。 

（１）単品認可証の提出省略 

灯火等の取付に係る認可証の提出があれば、灯火等の単品の認可証の提出を省略でき

る旨の改正を行う。 

（２）技術基準適合証明書の活用 

ワイパーやウォッシャー液等に係る基準適合性審査に係る提出書面について、型式指

定を受けた経験を有する申請者に限り、試験成績書の代わりに技術基準適合証明書とす

ることができる旨の改正を行う。 

 

 

２．関連する法令等 
・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 6 年 9 月 20 日国土交通省告示第 1172 号） 

・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 7 年 6 月 17 日国土交通省告示第 469 号） 

・道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令 

（令和 7 年 9 月 26 日国土交通省令第 92 号） 

・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 7 年 9 月 26 日国土交通省告示第 897 号） 

 

３．施行日 
   施行日 令和 7 年 10 月 31 日 
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プレスリリース 

令和 7年 12月 23日 

 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 68 次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11年法律第 218号）第 13条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 8年 1月 5日から施行します。 

 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619

号）等の一部改正に伴う改正 

○ OBD 検査の対象装置について、令和 8年 9 月 1 日以降に指定を受けた型式指

定自動車又は多仕様自動車に順次追加される以下の装置が新たに加えられた

ことに伴い、当該装置に係る特定 DTCが記録されていた場合保安基準に適合し

ない旨規定します。［1-3、9-13］ 

  ・ 車線逸脱警報装置 

  ・ 側方衝突警報装置 

  ・ ペダル踏み間違い時加速抑制装置 

 

2.  国土交通省から「完成検査終了証が発行された自動車及び一時抹消登録等がさ

れた自動車に係る自動車部品を装着した場合の新規登録等における取扱いについ

て（依命通達）」（令和 7年 12月 12日付け国自整第 181号）が発出されたことに伴

い審査の実施方法を規定します。［4-7］ 

 

3．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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令和 7 年 12 月 24 日 

交通安全環境研究所 

自 動 車 認 証 審 査 部 

交通安全環境研究所における規程・実施要領等の改正について 

１．背景 

道路運送車両法関係手数料規則の一部改正(令和 7 年国土交通省令第 21 号)、自動車型式認

証実施要領の一部改正(令和 7 年国自審第 2867 号)、並びに型式指定申請を行おうとする者か

ら保安基準適合性に関して様々な相談を受け付ける相談窓口の設置等に伴い、下記の規程・実

施要領等を改正する。 

２．内容 

２-１．道路運送車両法関係手数料規則の改正

実費を勘案して審査手数料が改正されたことを受け、交通安全環境研究所における規程・実

施要領等について所要の改正を行う。 

・ 認証手数料収納等取扱要領（平成 28 年所長通達第 3 号）

・ 自動車等の先行受託試験実施要領（平成 28 年所長通達第 1 号）

・ 自動車の先進安全技術の性能評価試験等実施要領（平成 30 年所長通達第 3 号）

・ 共通構造部（IWVTA）型式証明審査実施要領（平成 31 年所長通達第 2 号）

・ 型式指定申請に係る技術的検証実施要領（平成 28 年所長通達第 15 号）

・ 車両及び装置型式指定試験成績書の発行に関する取扱規程（平成 28 年規程第 30 号）

・ 試験結果を活用する外国の自動車試験機関の指定に関する規約（平成 28 年規程

第 28 号）

・ 認証手数料マニュアル（平成 28 年事務連絡）

２-２．自動車型式認証実施要領改正に伴う審査事務規程等改正

認証業務の合理化の一環として実施された「自動車型式認証実施要領」等の改正に伴い、 

以下の関連文書についても所要の改正を行う。 

・ 審査事務規程（平成 28 年規程第 2 号）※下記①および②に関係

・ 認証手数料マニュアル（平成 28 年事務連絡）※下記①および③に関係

◆改正内容の概要：

① 最小回転半径の試験成績書提出等に係る見直し

設計値に基づく計算書の提出があれば、試験成績書の提出を省略できる旨の改正を行う。 

② 構造基準等適合検討書及び指導基準適合検討書の見直し

構造基準等及び指導基準に適合する旨の宣誓書提出があれば、各検討書の提出を省略でき

る旨の改正を行う。 
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③ 認可証再活用時の確認手数料について見直し 

特定の条件下において、自動車型式指定申請または既指定自動車型式指定申請時に提出済 

みの認可証を活用する場合には、認可証確認に係る審査手数料を徴収しない旨の改正を行う。 

 

２-３．相談窓口設置 

 自動車メーカー等に対して諸規制に係る技術的な助言を行い、型式指定審査を円滑に受ける

ことができるよう、型式指定申請を行おうとする者から保安基準適合性に関して様々な相談を

受け付ける窓口を交通安全環境研究所自動車認証審査部（管理班）に設置する。上記を踏まえ、

相談対応取扱規程、相談対応実施要領を制定する。 

・  相談対応取扱規程（令和 7 年規程第 25 号） 

・  相談対応実施要領（令和 7 年所長通達第 6 号） 

・  審査関係連絡事項（平成 28 年事務連絡） 

 

２-４．再審査発生時における保安基準への適合性の再確認 

過去に実施した審査では不十分な場合に実施する再審査において、現行、公式試験に係る手

数料のみを徴収しているが、これに加え、社内試験など書面確認に係る手数料も徴収するよう

見直しを行う。 

・  型式指定申請に係る技術的検証実施要領（平成 28 年所長通達第 15 号） 

 

３．関連する法令等 

・道路運送車両法関係手数料規則の一部改正 

(令和 7 年 3 月 31 日国土交通省令第 21 号) 

・自動車型式認証実施要領の一部改正 

(令和 7 年 3 月 31 日国自審第 2867 号) 

 

４．施行日 

令和 8 年 1 月 1 日 

以上 
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令 和 8 年 2 月 3 日 

交通安全環境研究所 

自 動 車 認 証 審 査 部  

審査事務規程（交通研部分）等の一部改正について 

１．背景 

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）の一部

改正、道路運送車両法関係手数料規則(平成 28 年国土交通省令第 17 号)の一部改正、並びに装

置型式指定実施要領(依命通達)(平成 10 年 11 月 12 日自技第 215 号等)の一部改正に伴い、 

下記の規程・実施要領等を改正する。併せて、その他所要の改正を行う。 

２．内容 

２-１．「審査事務規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 2 号）等の改正

国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 196 回会合において、

「緊急車線維持システムに係る協定規則（第 178 号）」が新たに採択されたほか、「シート、

シートアンカー及びヘッドレストに係る協定規則（第 17 号）」等の改訂が採択されたことに

伴い、以下のとおり改正を行う。

(１)「審査事務規程」別添 1（試験規程（TRIAS））の新規追加及び一部改正等を行う。

・細目告示に新たに採用された協定規則に対応した TRIAS の新規追加（2 項目）

① TRIAS 11-R178-01 緊急車線維持装置試験（協定規則第 178 号） 

② TRIAS 20-R126-01 仕切り装置試験（協定規則第 126 号） 

・細目告示に既に採用されている協定規則の改訂に伴う一部改正（11 項目）

① TRIAS 08-R175-02 ペダル踏み間違い時加速抑制装置(ACPE)（協定規則第 175

号） 

② TRIAS 09-R142-02 自動車に取り付けられる空気入ゴムタイヤ試験（協定規則

第 142 号） 

③ TRIAS 11-R079-04 かじ取装置試験（協定規則第 79 号） 

④ TRIAS 12-R013-06 トラック、バス及びトレーラの制動装置試験（協定規則第

13 号） 

⑤ TRIAS 12-R131-03 衝突被害軽減制動制御装置試験（協定規則第 131 号） 

⑥ TRIAS 12-R152-04 乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置試験（協定規則第

152 号） 

⑦ TRIAS 22-R017(1)-05 座席及び座席取付装置試験（協定規則第 17 号（乗用等）） 

⑧ TRIAS 22(3)-R0173-02 座席ベルト試験（協定規則第 173 号（車両）） 

⑨ TRIAS 22(3)-R0174-02 シートベルトリマインダー試験（協定規則第 174 号）

⑩ TRIAS 30-R041-04 二輪自動車の騒音試験（協定規則第 41 号） 

⑪ TRIAS 48-R157-02 自動車線維持システム（協定規則第 157 号） 
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・誤記修正等（4 項目） 

① TRIAS 31-J041(1)-02 重量車排出ガス試験（JE05 モード） 

② TRIAS 31-J041(4)-04 ディーゼル重量車排出ガス試験（WHDC モード） 

③ TRIAS 43(7)-R138-03 車両接近通報装置試験（協定規則第 138 号） 

④ TRIAS 99-015-01 原動機車載出力試験（ディーゼル機関） 

 

(２) 「審査事務規程」第 2 章（自動車の型式の指定等に係る審査の実施方法）について、検査

対象外軽自動車等の一部装置について審査対象に加える。 

 

(３)「審査事務規程」別表 2（外国の試験機関）について、中国の試験機関（CATARC）に対し

て試験項目の追加を行う。 

 

(４)「認証審査手数料収納等取扱要領」(平成 28 年 4 月 1 日 所長通達第 3 号)について、道路

運送車両法関係手数料規則の改正に伴い、上記(１)の試験項目の追加に応じた試験費用額を

定める改正を行う。 

 

２-２．「審査関係連絡事項」（平成 28 年 4 月 1 日 自交審第 36 号）の改正 

認証業務の合理化の一環として実施された自動車型式認証実施要領等の改正に伴い、以下の

とおり改正を行う。 

・車わく強度計算書の提出省略 

保安基準適合を証する書面のうち、認証申請時に不要とされる車わく強度計算書について、

提出を省略できる旨の改正を行う。 

 

２-３．「自動車等の先行受託試験取扱規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 29 号）等の改正 

1958 協定に加盟していない国向けの認証車両に対して、テストレポート発行が可能となる

よう下記の規程・実施要領を改正する。 

 

・「自動車等の先行受託試験取扱規程」(平成 28 年 4 月 1 日 規程第 29 号） 

・「自動車等の先行受託試験取扱要領」（平成 28 年 4 月 1 日 所長通達第 1 号） 

・「車両及び装置型式指定試験成績書の発行に関する取扱規程」（平成 28 年 4 月 1 日  

規程第 30 号） 

 

２-４．「認証審査手数料マニュアル」（令和 7 年 12 月 24 日 自交審第 1004 号）の改正 

 能力基準適合証明書の交付を受けている者が、能力の基準に適合することを証する書面の記

載事項に重大な変更を加えようとする場合の審査において、国及び独立行政法人自動車技術総

合機構は当該変更部分のみの審査（部分審査）を行うこととして自動車の特定改造等の許可に

関する省令の改正が行われたことに伴い、これに応じた手数料額の改訂を行う。 
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３．関連する法令等 

・道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令 

（令和 8 年 1 月 9 日国土交通省令第 1 号） 

・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 8 年 1 月 9 日国土交通省告示第 8 号） 

・自動車型式認証実施要領 

（令和 7 年 3 月 31 日国自審第 2867 号） 

・装置型式指定実施要領 

（令和 8 年 1 月 9 日国自審第 2150 号） 

 

４．施行日 

令和 8 年 2 月 3 日 

 

以上 
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令 和 8 年 3 月 2 日 

交通安全環境研究所 

自 動 車 認 証 審 査 部  

審査事務規程（交通研部分）の一部改正について 

１．背景 

道路運送車両法の保安基準(昭和 26 年運輸省令第 67 号)の一部改正(令和 8 年国土交通省令

第 9 号)、道路運送車両の保安基準第五十八条の三第一項に規定する国土交通大臣が定める自

動車及び第四項に規定する国土交通大臣の行う認定に関し必要な事項を定める告示の制定（令

和 8 年国土交通省告示第 279 号)等に伴い、下記の規程等を改正する。 

２．内容 

（１）「審査事務規程」（平成 28 年 4 月 1 日 規程第 2 号） 

① 審査の実施方法の見直し

審査の実施方法に道路運送車両の保安基準第 58 条の 3 の規定による自動車の認定要領

（以下「認定要領」という。）を追加する改正を行う。 

② 審査結果の通知方法の見直し

認定要領に基づき国土交通大臣への審査結果の通知方法を追加する改正を行う。

（２）「審査関係連絡事項」（平成 28 年 4 月 1 日 自交審第 36 号） 

① 用語の定義の見直し

用語の定義に認定要領を追加する改正を行う。

② 審査に係る書面関係の見直し

認定要領に基づく書面の提出日を追加する改正を行う。

（３）「自動車等の先行受託試験実施要領」（平成 28 年 4 月 1 日 所長通達第１号） 

先行受託試験期間契約に係る誤記修正を行う。 
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３．関連する法令等 

・道路運送車両の保安基準及び道路運送車両法施行規則の一部を改正する省令 

（令和 8 年 2 月 16 日国土交通省令第 9 号) 

・道路運送車両の保安基準第五十八条の三第一項に規定する国土交通大臣が定める自動車及び

第四項に規定する国土交通大臣の行う認定に関し必要な事項を定める告示 

（令和 8 年 2 月 16 日国土交通省告示第 279 号) 

・道路運送車両の保安基準第 58 条の３の規定による自動車の認定要領（依命通達） 

（令和 8 年 2 月 16 日国自審第 2560 号） 

 

４．施行日 

令和 8 年 3 月 2 日 

 

以上 
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プレスリリース 

令和 8年 3月 25日 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 72 次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11年法律第 218号）第 13条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 8 年 4 月 1 日（一部の規定は令和 8 年 10 月 1

日）から施行します。 
 
主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

○ 乗車定員 10人未満の乗用自動車及び車両総重量 3.5t以下の貨物自動車に

は、協定規則第 178号の技術的要件に適合する緊急車線維持装置を備えなけ

ればならないこととされたことに伴い、審査方法等を規定します。［6-13 の

2他］ 

○ その他、細目告示等の改正に応じた所要の改正を行います。 

 

２．道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）第 58 条の 3 及びこれに

基づく告示等の制定に伴う改正［4-26他］ 

米国で製作された自動車のうち告示で定めるものについて、国土交通大臣の認定

を受けた場合には、保安基準及びこれに基づく告示であって当該自動車ごとに指定

されたものに適合するものとみなすこととされたことに伴い、当該自動車の審査方

法等を規定します。 

 

３．改造自動車届出制度の見直し［4-13他］ 

同一型式内に設定されている装置や一般に流通している自動車部品を用いた改

造であって一定の条件を満たすものについては、一定の安全性が確保されているも

のとして改造自動車の届出対象から除外し、審査方法を「事前書面審査＋現車審査」

から「現車審査のみ」に移行します。 

また、改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合しオンライン届出を可能

とする等、届出手続きの効率化を図ります。 

 

４．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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改造自動車届出制度の
見直しについて

自動車技術総合機構からのお知らせ
令和8年3月

改造自動車の届出対象の見直し
次に該当する改造は、改造自動車の届出対象から除外します。
◆指定自動車等の改造であって、同一の型式（OEM車等を含む。）内に設定されている

装置（許容限度が明確な自動車にあっては許容限度が当該自動車と同一又は大きい類
別区分番号に設定されているものに限る。）を、取付方法等を変更することなく用い
たもの［動力伝達装置、走行装置、緩衝装置又は連結装置の改造に限る。］

◆乗車定員が9人以下の乗用自動車又は車両総重量が3.5トン以下の貨物自動車の改造で
あって、自動車の製作を業とする者、自動車の装置の製作を業とする者又は自動車部
品の製作を業とする者により製作された一般に流通している自動車部品を、取付方法
等を変更することなく用いたもの［緩衝装置の改造に限る。］

新規検査等届出制度との統合
改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合し、改造自動車の審査についても新規
検査等書面審査要領により実施します。
また、これに伴い、届出書等の提出先を当該改造自動車の新規検査等を申請する運輸支
局等と同一敷地内にある事務所等（代表届出の場合にあっては地方検査部又は沖縄事務
所）とするとともに、改造自動車審査結果通知書の交付を廃止します。

※ 詳細については、当機構のWebサイトに掲載してい
る審査事務規程別添2「新規検査等書面審査要領」を
ご参照ください。

新規検査等書面審査要領
改正後は改造自動車の審査についても
新規検査等書面審査要領により実施

新規検査等書面審査要領

改造自動車審査要領

掲示期限 令和9年3月31日

改造自動車届出制度に関し次のとおり取扱いを見直し、令和8年
10月1日から適用することとしましたのでお知らせします。

○同一型式内に設定されている装置や一般に流通している自動車
部品を用いた改造であって一定の条件を満たすものについては、
一定の安全性が確保されているものとして改造自動車の届出対象
から除外し、審査方法を「事前書面審査＋現車審査」から「現車
審査のみ」に移行します。

○改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合しオンライン
届出を可能とする等、届出手続きの効率化を図ります。
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令和 8 年 6 月 29 日 

交通安全環境研究所 

自 動 車 認 証 審 査 部 

 

審査事務規程（交通研部分）等の一部改正について 

 

改正概要 
道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一

部改正に伴い、「審査事務規程」（平成 28年 4月 1日 規程第 2号）等について一部改正を行う。 

 

１．「審査事務規程」（平成 28年 4月 1日 規程第 2号）等の改正 

国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）第 197回会合（以下

「WP.29第 197回会合」という。）において、「側面保護装置に係る協定規則（第 73号）」が日

本の保安基準に取り込まれることとなったほか、「プログラム等改変システムに係る協定規則

（第 156 号）」等の改訂が採択されたことに伴い、以下のとおり改正を行う。 

 

(1)細目告示に新たに採用された協定規則に対応した TRIASの新規追加（４項目） 

① TRIAS 11(2)-R062-01 二輪自動車等の施錠装置試験（協定規則第 62号） 

概要：デジタルキーが UN規則で容認されたことによる UN

規則の採用 

② TRIAS 18(2)-R073(1)-00 側面保護装置試験（協定規則第 73号） 

概要：巻き込み防止装置に係る規則の新設 

③ TRIAS 18(2)-R073(2)-00 側面保護装置取付装置試験（協定規則第 73号） 

概要：同上 

④ TRIAS 40(2)-R148-01 信号灯火試験（協定規則第 148 号（車両後退表示投影装

置）） 

概要：後退表示投影装置に係る規則の新設 

 

(2)細目告示に既に採用されている協定規則の改訂に伴う一部改正（15項目） 

① TRIAS 08-J041(3)-02 電気重量車電力消費率試験（JH25モード） 

概要：電気重量車の一充電走行距離を定速から JH25 モー

ドを活用した方法に改正 

② TRIAS 11-R079-04 かじ取装置試験（協定規則第 79号） 

概要：自動命令型操舵機能（ACSF）機能について、同等の

基準としてみなされる UN-R171（DCAS）のシリーズの明確

化 

③ TRIAS 12-R131-03 トラック及びバスの衝突被害軽減制動制御装置試験（協定

規則第 131号） 

概要：一部の実車試験をバーチャルテストで代替可能とな

るよう改正 
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④ TRIAS 17-R134(1)-03 圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置試験（協定規

則第 134号） 

概要：燃料充填口の形状について ISO規格への準拠要件の

追加 

⑤ TRIAS 17-R134(4)-02 圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置試験（圧縮水

素貯蔵システム）（協定規則第 134号） 

概要：圧縮水素タンクに装備義務のあった安全弁の取付位

置を圧縮水素供給システム全体に装備可能となる要件の

緩和 

⑥ TRIAS 17-R134(5)-02 圧縮水素ガスを燃料とする自動車の燃料装置試験（圧縮水

素貯蔵システム附属品）（協定規則第 134号） 

概要：上記に伴う提出書面の整理 

⑦ TRIAS 17(2)-R156-02 プログラム等改変システム試験(協定規則第 156 号(同規

則の規則 7.2.に限る)) 

概要：型式指定審査におけるプログラム等識別番号

（RXASWIN）の要件を追加 

⑧ TRIAS 21-R176-01 視界アシスタント試験（協定規則第 176号） 

概要：バッテリー失陥時におけるメモリー機能要件を除外 

⑨ TRIAS 32-J052R048-06 灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置試験 

概要：後退表示投影装置を新設 

⑩ TRIAS 32-R149-02 照射灯火試験（協定規則第 149号（前照灯）） 

概要：文書表現の見直し 

⑪ TRIAS 33(3)-R148-02 信号灯火試験（協定規則第 148号（低速走行時照射灯）） 

概要：低速走行時側方照射灯が後方取付も認められたこと

による名称変更 

⑫ TRIAS 44-R046(1)-03 後写鏡等試験（協定規則第 46号） 

概要：基準の明確化 

⑬ TRIAS 44-R046(1-2)-03 後写鏡等試験 ミラー以外の間接視界装置（協定規則第 46

号） 

概要：補助視界確認装置の外装の曲率半径要件を追加 

⑭ TRIAS 44-R046(2)-04 後写鏡等及び後写鏡等取付装置試験（協定規則第 46号） 

概要：同上 

⑮ TRIAS 99-R156-02 プログラム等改変業務管理システム試験(協定規則第 156

号(同規則の規則 7.1.に限る)) 

概要：ソフトウェアマネジメントシステム審査におけるプ

ログラム等識別番号（RXSWIN）の要件を追加 

 

(3)誤記修正等（4項目） 

① TRIAS 12-R152-04 乗用車等の衝突被害軽減制動制御装置試験（協定規則第 152

号） 

② TRIAS 22-R017(1)-05 座席及び座席取付装置試験（協定規則第 17号（乗用等）） 

③ TRIAS 43(7)-R138-03 車両接近通報装置試験（協定規則第 138号） 

④ TRIAS 44(2)-J130-01 後方視界看視装置取付装置等試験 
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(4).「審査事務規程」別表 2（外国の試験機関）について、試験機関（DEKRA）に対して新たな

試験項目の追加を行う。 

 

２．「車両及び装置型式指定試験成績書の発行に関する取扱規程」（平成 28年 4月 1日 規程第

30号）の改正 

WP.29 第 197 回会合において、新たに日本において採択されることとなった協定規則の追加

を行う。 

 

３．「認証審査手数料収納等取扱要領」(平成 28年 4月 1日 所長通達第 3号)の改正 

道路運送車両法関係手数料規則の改正に伴い、試験費用額を定める改正を行う。 

 

４．関連する法令等 

・道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令 

（令和 8年 6月 4日国土交通省令第 59号） 

・道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示 

（令和 8年 6月 4日国土交通省告示第 671号） 

５．施行日 

令和 8年 6月 30日 

以上 
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プレスリリース 

令和 8年 7月 30日 

 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 74次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11年法律第 218号）第 13条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 8年 7月 31日から施行します。 

 
 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

○ 低速で走行するときに車両付近の障害物を確認するための低速走行時照

射灯について、車両の側面に加え、後面に備えることができるものとされた

ことに伴い、審査方法等を規定します。［6-73他］ 

 

○ 車両後退表示投影装置に係る基準新設に伴い、審査方法等を規定します。

［6-90の 2他］ 

 

〇 任意で備える車両の周辺を確認するカメラとモニタについて、歩行者等の

保護に関する要件を設けられたことに伴い、審査方法等を規定します。

［6-106他］ 

 

○ その他、細目告示等の改正に応じた所要の改正を行います。 

 

２．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
 

93



沖縄総合事務局・自動車技術総合機構・軽自動車検査協会からのお知らせ
令和8年5月

令和８年８月１日より、
「ロービーム計測」に移行します
～ヘッドライトテスタを用いた前照灯検査について～

※ 裏面もご確認ください。

【ロービーム計測の必要性について】
夜間走行しているとき、対向車やバックミラーに映るヘッドライトがまぶしく感じることは

ありませんか？また、暗くて不安を感じることはありませんか？
ヘッドライトの照射光線は走行時の振動等によりズレていくものですので、適切に点検・整

備・調整をして性能を維持し続けないと、その照射光線が他の交通を妨げてしまったり、自己
の運転に支障をきたすことになります。

このため、国際的にロービームを計測している状況も踏まえ、日本においても導入していま
す。

対向車のまぶしいロービーム バックミラーに映るまぶしいロービーム

平成10年9月1日以降に製作された自動車※1のヘッド
ライトの検査は、令和6年8月1日以降、全車ロービーム
計測に移行する予定でしたが、周知期間中にいただいた
様々なご意見を踏まえ、移行する期限を令和8年8月1日
に延期していたところです。

今般、過渡期において地域ごとに円滑な移行に向けた
取り組みを実施し、準備等が整ったことから、令和８年
８月１日より、全車ロービーム計測に移行しますので、
ご理解とご協力のほどよろしくお願いいたします。
※1：二輪自動車、側車付二輪自動車、最高速度35km/h未満の大型特殊自動車、

最高速度20km/h未満の自動車及び被牽引自動車を除きます。

沖縄事務所沖縄事務所陸運事務所
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沖縄総合事務局・自動車技術総合機構・軽自動車検査協会からのお知らせ
令和8年5月

ヘッドライトの

効果的な整備や修理について
平成10年9月1日以降に製作された自動車※1の車検時には、夜間走

行時に使用頻度の高いロービームが基準を満たしているかどうかを、
ヘッドライトテスタを用いて検査しているところです。

自動車のヘッドライトは樹脂製が主流であり、使用期間の経過等に
伴う劣化や摩耗を避けることができず、使用状況、使用地域、管理状
況などに大きく影響を受けることから、効果的な整備手法や修理手法
の一例として、次のものが挙げられます。※2

○レンズ面の清掃・磨き・交換
○バルブの交換
○ヘッドライトユニットの交換、中古部品の活用
○ヘッドライトユニットを分解して修理するリペア業者を活用
○汎用部品を使用してヘッドライトを増設

また、ロービームの光度及び向きが基準に適合するように、適切な
調整もお願いいたします。

◎レベリング装置の位置を標準状態に戻してから調整開始！
◎照射光線は合格エリアの端部ではなく中央に合わせる！

※1：二輪自動車、側車付二輪自動車、最高速度35km/h未満の大型特殊自動車、最高速度20km/h未満の自動
車及び被牽引自動車を除きます。

※2：記載している整備手法や修理手法は一例であり、これらを実施したからといって必ずしも基準に適合する
ものではありません。

内部リフレクタの劣化レンズ面のくもり

光が拡散

してしまう

相性の悪いバルブに交換

これらは適切な整備や修理が必要です！
整備や修理には費用がかかります。料金は自動車整備工場等にご確認ください。

沖縄事務所沖縄事務所陸運事務所
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用途等の変更をする使用過程車等
は事前書面審査が必要です

自動車技術総合機構からのお知らせ
令和7年3月

※1：対象となる自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び大型特殊自動車を除く）

① 使用の過程にある自動車（一時抹消登録を受けた自動車又は自動車検査証が返納さ
れた自動車を含む。）

② 自動車予備検査証の交付を受けた自動車

※２：対象となる変更内容
① 用途・乗車定員・車両総重量の組み合わせについて、次の区分を移行するもの（ア

からエに移行する指定自動車等（乗車定員が9人以下の乗用自動車として認証を受け
たものに限る。）及び認証を受けたときの区分に移行する指定自動車等を除く。）

ア 乗車定員が9人以下の乗用自動車
イ 乗車定員が10人以上かつ車両総重量が5トン以下の乗用自動車
ウ 乗車定員が10人以上かつ車両総重量が5トンを超える乗用自動車
エ 車両総重量が3.5トン以下の貨物自動車
オ 車両総重量が3.5トンを超え12トン以下の貨物自動車
カ 車両総重量が12トンを超える貨物自動車
※「乗用自動車」「貨物自動車」には、派生した特種用途自動車を含む。

② 乗車定員について、次の区分を移行するもの（認証を受けたときの区分に移行する
指定自動車等を除く。）

ア 11人以上
イ 10人

③ 自動車の種別について、次のいずれかの変更をするもの（認証を受けたときの種別
に変更する指定自動車等を除く。）

ア 普通から小型に変更（貨物自動車に限る。）
イ 軽から普通又は小型に変更
ウ 普通又は小型から軽に変更

④ 前1軸後1軸の第五輪荷重を有する牽引自動車の後軸重について、10トン以下から
10トン超え11.5トン以下に変更するもの（後軸重10トン超え11.5トン以下として
認証を受けた指定自動車等を除く。）

令和7年10月1日から、新規検査、予備検査又は構造等変更検査を
受検する自動車※1のうち、用途・乗車定員・車両総重量・自動車の種
別等を変更するもの※2については、新規検査等当日の保安基準への適
合性の確認を適正かつ効率的に実施し現車審査時間の短縮が図れるよ
う、新規検査等に先立って、当該自動車の構造・装置の変更内容など
を記載した新規検査等届出書を提出いただき、受理した届出書の事前
書面審査が受検日の前日までに終了したものに限り現車審査を実施す
ることになりますので、お知らせします。

※ 届出時に必要な添付資料や記載方法などの詳細については、
当機構のWebサイトに掲載している審査事務規程別添2
「新規検査等書面審査要領」をご参照ください。
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令和６年10月28日(月)より並行輸入自動車の
事前書面審査の届出がオンラインで可能になります！

自動車技術総合機構オンライン届出システム

並行輸入自動車の事前書面審査について、インターネットの専
用システムにて、必要項目の入力や添付資料のアップロードによ
り、オンラインでの届出を開始いたします。また、オンラインに
て届出をする場合、２４時間届出することが可能になります。
なお、オンライン届出に対する機構での受付は原則開庁日の業

務時間内になります。

これまで、対面や電話にてご確認頂いていた審査状況がシステ
ム内でリアルタイムで確認可能です。また、届出時の資料の差し
替え（補正）もシステム内メッセージにて、登録いただいたメー
ルアドレス宛に通知されますので、お手隙のタイミングで確認で
き、受検までスムーズに進めます。
また、原本の提出や提示が必要な書類については、現車審査当

日に確認をいたしますので、忘れずにお持ち下さい。確認ができ
ない場合は検査が終了しませんのでご注意ください。

審査状況の確認やメールによる通知で受検までスムーズに！！ システムの概要は
以下よりご覧下さい。

https://youtu.be/ytmNFZGVi3o
YouTube掲載動画へのリンクです。

自動車技術総合機構からのお知らせ

システムサイトへのURLにつきましては、後日、自動車機構HPよりご案内いたします。

その他のシステムについてのお問い合わせは、以下の宛先までお願いいたします。
自動車技術総合機構 企画部企画課 （TEL:03-5363-3441）
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自動車技術総合機構からのお知らせ 令和8年4月

※ ご不明な点についてはお問い合わせください。

検査実施のための遵守事項について
自動車機構の敷地等における的確で厳正かつ公正な検査を実施す
るため、受検者等の方々は、次に掲げる事項を遵守してください。

遵守しない場合には、検査を中断して警報装置を作動させ、公務執
行妨害行為や不退去罪等として警察に通報するなどの厳正な措置を
とらせていただきます。
①受検車両については次に掲げる状態とすること。
ア 泥、雪等の付着がなく、装置等の確認ができる状態
イ 汚れ等の付着がなく、車台番号及び原動機の型式の打刻等が確認できる状態
ウ 排気管にプローブが挿入できる状態
エ 荷台等に物品等が積載されていない状態
オ 座席、座席ベルト、非常信号用具及び消火器等が確認できる状態
カ 窓ガラスが取外されていない状態
キ 全ての車輪のホイールキャップ又はセンターキャップを取外した状態
ク 灯火器等に装着されているカバー等を取外した状態
ケ 走行距離計は総走行距離（オドメータ）を表示した状態
コ エンジンルーム内の審査を行う際には、原動機を停止し、ボンネット（フード）を開け又はキャビンを上げて支持棒等により保持した
状態。

サ 窓ガラスの審査を行う際には、窓ガラスを閉じた状態
シ 寸法及び重量を計測する場合にあっては、スペアタイヤ、予備部品、工具その他の携帯物品を取外した空車状態
ス 脱着式スタンション型のセミトレーラにあっては、必要本数のスタンションを装着した状態
セ 軽油を燃料とする自動車にあっては、アクセルペダルのストッパボルト又はアクセルワイヤの改造等により当該原動機の最高回転数
を一時的に低下させていない状態

ソ 専ら砂利、土砂の運搬に用いる自動車であって積載物の飛散を防止するための装置を装着している場合には、次に掲げる状態
（7-6-1( 1)④に定める安定性の審査を除く。）
（ｱ）積載物の飛散を防止するための装置を固定するための金具等を備えている場合には、固定させた状態
（ｲ）積載物の飛散を防止するための装置が電力によって作動し、かつ、任意の位置で停止させることができる場合には、垂直位置
又は垂直位置より荷台内側へ傾斜している位置で停止させた状態

（ｳ）（ｱ）又は（ｲ）に該当しない積載物の飛散を防止するための装置にあっては、荷台内側方向に格納させた状態
タ 0BD検査対象車にあっては、当該自動車のデータリンクコネクタには何も取付けられておらず、検査用スキャンツールを接続でき
る状態

②受検車両の検査コース又は審査場所について、検査担当者からの指示があった場合にはその指示に従うこと。
③受検中は自動車検査票を保持し、検査担当者の求めに応じて提示すること。
なお、下回り検査担当者に自動車検査票その他の書面を提示する場合は、ピット開口部からの受け渡しは行わないこと。

④検査担当者からの指示により、警音器、方向指示器等灯火器又は窓ふき器等を作動させること。また、指示がある場合以外はこれら装
置を作動させないこと。

⑤検査機器の表示器による表示又は検査担当者からの指示により、原動機の始動及び停止（ハイブリッド自動車、アイドリングストップ機構
付自動車にあっては整備モードへの移行等によるアイドリング状態の維持を含む。）を行うこと。

⑥排気管に一酸化炭素・炭化水素測定器のプローブを入れたまま、原動機の始動又は原動機回転数の上昇を行わないこと。
⑦受検車両の構造・装置に応じ検査機器の申告ボタンの操作を行うこと。
⑧検査コース内における受検車両の移動、停止位置での停車を行うこと。
⑨検査機器の表示器による表示又は検査担当者の指示に応じテスタ等への乗り入れ、脱出及び前照灯の点灯操作等を行うこと。
⑩記録器のある検査コースにおいては記録器による検査結果の記録を行うこと。
⑪検査コースでの審査が終了又は中断したときは、個別の審査結果にかかわらず、その都度、総合判定室に立ち寄ること。
また、総合判定を受けたあとは自動車検査票を運輸支局等の窓口に提出すること。

⑫検査担当者がエア・クリーナのカバーの取外しを指示した場合は、当該カバーを取外すこと。
⑬ 3次元測定・画像取得装置を使用して画像の撮影及び諸元測定を行っている場合は、受検車両以外の写り込みを防ぐため受検車両の
近傍に近寄らないこと。

⑭検査担当者からの指示により、牽引自動車と被牽引自動車を連結又は分離すること。
⑮ハイブリッド自動車、アイドリングストップ機構付自動車の場合、排気ガス検査の際には、整備モードへの移行等によりアイドリング状態
を維持すること。

⑯トラクションコントロール装置、横滑り防止装置、坂道発進補助装置等の装置を装着している場合、検査コースに進入する前に当該装置
の作動状態を確認するとともに、必要に応じその機能を解除すること。

⑰検査担当者がデータリンクコネクタ附近のカバー類の取外しを指示した場合は、当該カバー類を取外すこと。
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秩序維持のための遵守事項について

自動車技術総合機構からのお知らせ
令和6年10月

① 検査担当者等に対し、暴力、暴言、脅迫、威迫、不当な要求等の行為をしないこと。
② 検査担当者等に対し、合格、説明及び検査の強要をしないこと。
③ 検査機器、検査設備等を損傷させ又は破壊しないこと。
④ 敷地等において、座り込み、立ちふさがり又は自動車並びに物品の放置その他の迷惑行為

をしないこと。
⑤ 受検車両の運転者（1名に限る。）以外の者は、検査担当者等の許可なく検査コースに立ち

入らないこと。
⑥ 敷地等において、検査担当者等の許可なく自動車を4km/hを超える速度で運行しないこと。

また、急発進や急停止をしないこと。
⑦ 検査担当者等の許可なく敷地等において、指示された経路以外で自動車を運行しないこと。
⑧ 検査担当者等の許可なく受検車両以外の自動車を検査コースに入場させないこと。
⑨ 敷地等において、自動車の整備等をしないこと。
⑩ 検査担当者の許可なく検査機器、検査設備等を使用しないこと。
⑪ 凶器、爆発物等の危険物（自動車の燃料タンク内にある燃料を除く。）、旗、のぼり、プ

ラカード類を敷地等に持ち込まないこと。
⑫ 検査担当者の許可なく、拡声器等の放送設備を使用し、騒音を発しないこと。
⑬ 現車審査中の検査担当者又は事前書面審査の窓口担当者に対して、検査担当者等の許可な

く、自身が現に受検又は届出している車両に関すること以外の内容について話しかけないこ
と。

⑭ 相談等について、検査担当者等から場所や日時などを指定された場合にはその指示に従う
こと。

⑮ 他の受検車両の状態や他の受検者等の相談等に対し、干渉しないこと。
⑯ 検査担当者の許可なく審査中又は敷地等に所在している間は、携帯電話及び受検車両の検

査に関係ない電子機器類は操作及び使用しないこと。
⑰ 審査中又は敷地等に所在している間は、喫煙しないこと。
⑱ 検査担当者の許可なく敷地・検査担当者等・検査機器・検査設備等の撮影、録画又は録音

をしないこと。
また、敷地・検査担当者等・検査機器・検査設備等の画像、動画若しくは音声又は的確で

厳正かつ公正な審査業務を行うことを妨げるような情報を、公衆に提供（譲渡、頒布、ソー
シャル・ネットワーキング・サービス（SNS）への投稿等の公衆送信を含むがこれに限らな
い。）しないこと。

⑲ 検査担当者等が審査業務を的確で厳正かつ公正に実施するために必要な事項について指示
をした場合は従うこと。

⑳ その他、検査担当者等が的確で厳正かつ公正な審査業務を行うことを妨げるような行為又
は敷地等の管理上の支障となる行為をしないこと。

自動車機構の敷地等における秩序を維持するため、受検者等の方々
は、次に掲げる事項を遵守してください。

遵守しない場合には、検査を中断して警報装置を作動させ、公務執
行妨害行為や不退去罪等として警察に通報するなどの厳正な措置をと
らせていただきます。
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自動車技術総合機構 沖縄事務所からのお知らせ

※ ご不明な点についてはお問い合わせください。

1コースの受検案内について
（入場前に必ず確認を）

1コースへの入場が可能な車両につ
いて、以下の制限を設けております。

■入場可能車両

  ①自動車の高さ 【３８０ｃｍ以下】
②自動車の幅  【２５０ｃｍ以下 】
③自動車の軸重  【１０，０００ｋｇ以下】

■補足
 ４WD車、横滑り防止装置等の解除が困難な自動車、スピード
メーター検査において、駆動輪以外の車輪を回転させる必要が
ある自動車は、１コースでスピードメーター検査ができません。

①380cm

②250cm

③10,000ｋｇ③10,000ｋｇ
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自動車技術総合機構 沖縄事務所からのお知らせ

※ ご不明な点についてはお問い合わせください。

2コースの受検案内について
（入場前に必ず確認を）

2コースへの入場が可能な車両につ
いて、以下の制限を設けております。

■入場可能車両

  ①自動車の高さ 【３８０ｃｍ以下】
②自動車の幅  【２５０ｃｍ以下 】
③自動車の軸重  【１０，０００ｋｇ以下】

■補足
前輪中心から後輪中心までの距離が「400ｃｍ」を超える
「４ＷＤ車」は、入場前に必ず職員へ申告してください。

①380cm

②250cm

③10,000ｋｇ③10,000ｋｇ
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自動車技術総合機構 沖縄事務所からのお知らせ

※ ご不明な点についてはお問い合わせください。

３コースの受検案内について
（入場前に必ず確認を）

３コースへの入場が可能な車両につ
いて、以下の制限を設けております。

■入場可能車両

①自動車の高さ  【３００ｃｍ以下】
②自動車の幅   【２１０ｃｍ以下 】
③自動車の軸重   【２０００ｋｇ以下】
④軸距（ホイールベース） 【１８０ｃｍ～３２０ｃｍ】

①３００cm

②210cm③2000ｋｇ③2000ｋｇ

④180～320cm
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自動車技術総合機構 沖縄事務所からのお知らせ

※ ご不明な点についてはお問い合わせください。

4コース（二輪車）の受検案内について

（入場前に必ず確認を）

4コースへの入場が可能な車両につ
いて、以下の制限を設けております。

■入場可能車両

①二輪自動車であって軸重【４００ｋｇ以下】

■注意事項
※側車付きオートバイ、三輪以上の車輪を有
する車両は入場できません。
※最低地上高の低い車両、幅の広いタイヤ
又は扁平率の低いタイヤを装着した車両は、
入場前に必ず申告してください。

①４００ｋｇ以下①４００ｋｇ以下
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自動車技術総合機構 沖縄事務所からのお知らせ

※ ご不明な点についてはお問い合わせください。

DSコースの案内について

高さ制限があります！
入場前に必ず確認を！

■下記に該当する自動車は入場前に
職員へ 確認をお願いします。

①高さ 【３７０ｃｍを超える車両】
②幅  【２５０ｃｍを超える車両】
③長さ 【１１００ｃｍを超える車両】
④軸重  【１０，０００ｋｇを超える車両】
⑤大型特殊自動車
⑥車両の前方又は上部にクレーン等の装
置を備える自動車

※ 形状の例
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令和８年度
整備主任者・検査員研修

【沖縄版教材】

OBD検査の開始について

令和7年令和6年令和5年

10月4月10月4月10月4月

国産車OBD
検査業務 輸入車

令和5年10月～ OBD検査プレ運用

プレ運用 本格運用

プレ運用

国産車の場合

令和6年10月～ OBD検査本格運用

※プレ運用ではOBD検査の合否判定は行いません。

本格運用

輸入車の場合

令和7年10月～
OBD検査本格運用

1

2
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OBD検査の開始について

ＯＢＤ検査対象車

令和3年10月以降のニューモデ
ルからが対象

車検証の備考欄に、「ＯＢＤ検査
対象」と記載があります
※記載があっても以下の場合は検査不要

・車検の日が令和6年9月30日以前
（輸入車は令和7年9月30日以前）

・車検の日が型式指定年月日から2年経
過していない
・車検の日が初度検査年月の前月の末
日から起算して10ヶ月を経過していない

OBD検査の開始について（令和６年１０月～）

3

4
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軽自動車の「次回自動車重量税額照会サービス」について

■利用手順
軽自動車検査協会HPにある「次回自動車重量税額照会
サービス」のリンクをクリック

軽自動車税納付確認システム(軽JNKS)について

令和5年1月より、継続検査申請時に軽JNKSへ
確認する事により、納税の確認が出来る車両に
おいては、継続検査窓口での納税証明書の提
示が原則不要となります。

ただし、以下のようなケース等では、納税証明
書の提示が必要な場合がありますのでご注意く
ださい。

・納付したばかりのため、軽JNKSに情報が反映
されていない場合。

・対象車両に過去の未納がある場合。

・他の市区町村から引っ越して間もない場合。

※軽JNKSに関するお問い合わせは各市区町村の軽自動車税
担当課へお問い合わせください。
※軽JNKSパンフレット画像を使用

5
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４月より、車検を受けられる期間が延びました
年度末を避けて余裕をもって受検をお願いします

継続検査を受ける際に、残存する自動車検

査証の有効期間を失うことなく継続検査が受
けられる期間は、これまで、自動車検査証の
有効期間が満了する日の「１ヶ月前」注と規定
されていましたが、令和７年４月１日より全国
一律「２ヶ月前」となりました。

注 : 離島に使用の本拠の位置を有する自動
車にあっては、従前より「２ヶ月前」と規定。今
般、変更なし。

指定継続申請の際のお願いについて

・保安基準適合証について、書タイプと電子タイプの両方が混在する場合は、クリア
ファイル等でそれぞれ分けて提出頂くようお願いいたします。

理由：紙保適と電子保適が混在していますと、審査に時間を要します。

・複数件申請がある場合は、ＯＣＲシートと保安基準適合証等の他の書類をクリップ
等で分けて提出頂くようお願いいたします。

理由：書類を受け取ってから、１件ずつOCRシートを外す作業に時間を要します。

・複数件申請される場合は、申請件数チェックシートを添付して頂くようお願いいたし
ます。また、件数に間違いが多々ありますので、間違いのないようにお願いします。

理由：申請された書類を確実に、お返しするため申請された件数の把握が必要です。

1/3

7
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指定継続申請のOCRの記入について 2/3

紙タイプの保適による申請の際は、OCRシート右上の、以下の３点を必ず記入して

頂きますようお願いします。未記入の場合、エラーとなり時間を要してしまいます。

・証明書指示に「１」保・自提出

・整備工場コードに「９９－〇

〇〇〇〇」

※〇に左詰めで指定番号

・走行距離計表示値

１

９ ９ 〇〇〇〇〇

１ ２ ３

指定継続申請のOCRの記入について 3/3

電子タイプの保適による申請の際は、OCRシート右上の、以下の３点は記入しない

で下さい。記入されますと、エラーとなり時間を要してしまいます。

・電子保適の際は、
記入不要

9
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軽自動車ＯＳＳ（新車・継続検査（指定整備））について

軽自動車OSSの利用普及にむけて
ご協力願います。
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記録事務代行利用率

（沖縄管内３事務所）
R8

R7

R6

軽自動車ＯＳＳ継続検査（指定整備）の流れについて

指定整備工場
登録情報処理機関
（AIRAS）
・電子保適情報（２０分サイクルで取得）
・自賠責情報（約２０分サイクルで取得）

最長４０分

申請代理人（日整連、代書など）
・OSS代理申請
・検査・技術管理手数料（約２０分程度）
・重量税納付（約２０分程度）

・電子保適情報
・自賠責情報

・申請依頼データ作成

軽自動車ＯＳＳシステム
・AINASからの審査受付
・納税確認
・手数料納付確認
・AIRASからの電子保適・自賠情報連携
・審査（必要に応じて補正指示）
・重量税納付
・交付待ち

・窓口で交付
・記録事務代行の場合は工場で更新

11

12

113



軽自動車ＯＳＳ継続検査（指定整備）のお願いについて

・電子保適へのデータや申請書へのデータ入力について、必ず自動車検査記録事

項（A4の紙）の内容は使わず、必ず電子検査証の内容をアプリで確認して、その

データを使用すること。電子保適も申請書も住所、名前の入力間違えが多いです。

・住所の一部抜け。又は車検証に記載のない「字（あざ）」が入力されている。

・使用者名の間違い等

※アプリ（オンラインモード）でデータが読めない場合はICチップの不具合又は過

去に再交付されて無効化されている場合があります。その場合は申請前に再交

付が必要になります。

・最終検査申請日について、入力する必要のないものも間違えて入力されているも

のが多いです。間違いのないようにお願いします。

・走行距離の誤入力が多いので、電子保適を送信する前に確認してください。逆転し

ている場合は修正方法について相談してください。

・窓口で交付依頼する場合に、自動車検査記録事項（A4の紙）もつけて出される事

業者もいますが、提出不要です。

軽自動車ＯＳＳ継続検査（指定整備）のお願いについて

・交付に必要なQRコードについて、QRコード部分が汚れたり、低画質やFAXによる

印刷ですと読めない場合が多いので、高画質で印刷されたものを準備するようお

願いします。

・窓口でファイルに入れて提出するときは件数チェックシートに記入して出すようお

願いします。件数が間違えているケースが多いので間違いのないようにお願いし

ます。

・OSSは申請から交付待ちになるまで時間（およそ１時間２０分程度）を要します。ま

た、申請受付終了後にOSS申請されたものは、翌日の事務所が開く日に支払い

が始まるため、朝早く交付依頼しても、支払いが終わってない又は、電子保適が

到達しておらず、申請内容がこちら側で把握できないケースもありますので、交付

待ちになっているか確認してから窓口への提出をお願いします。

13
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最新の有効な自動車検査証の確認について（電子車検証）

令和6年1月より自動車検査証がICタグを備えた電子車検証に変わりました。
車検証閲覧アプリのオンラインモードでの情報取得が可能であれば最新の有効
な自動車検査証ということになります。

※オフラインモードでは不可

自動車検査証が紛失等して再交付された場合、無効化され、「有効ではない自
動車検査証」となります。

指定工場、認証工場に限らず、車検証閲覧アプリを活用し車両情報の確認と合
わせて最新の有効な車検証であるの確認をお願いします。

リコール情報や車検に関するお知らせ等も確認することができます。

軽自動車ＯＳＳ継続検査（指定整備）について

過去に車検証が再交付されている申請の取扱の改善
対処方法

車検証が再交付されている車両か否かにかかわらず下記の番号を継続検査
申請書（電子）に設定してください

目視審査待ちにならず、処理がスムーズになります（補正件数の減少）

『電子車検証』の場合：電子車検証管理番号13ケタ（例：1234567890123）

『紙車検証』の場合：受理番号および発行年月日11ケタ
（例：12345051002：受理番号12345・発行年月日令和5年10月2日のケース）

※チェック機能が働き、値
が一致しない場合は、ここ
で申請手続きが無効となる。
→最新の有効な自動車

検査証かの判別機能も有
しています。
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すべての申請へのお願い

・提出書類に領収書、請求書、リサイクル券、点検ステッカー等の申請に不必要な書
類を混同させないでください。

理由：返却漏れや紛失等によりトラブルの原因となります。

・中古新規の際、返納証明書にリサイクル券をホッチキス止めしないでください。

理由：ホッチキスを外すのに時間を要します。また、返却漏れも懸念されます。

・点検整備記録簿（お客様控、整備工場控）は検査票と切り分けて提出してください。

理由：検査票と切り分けるのに時間を要します。また、返却漏れも懸念されます。

・OCRシートへは、楷書で丁寧な記載をお願いいたします。

理由：機械が誤読することにより、修正作業に時間を要します。また、車検証への誤
記載が懸念されます。

1/2

すべての申請へのお願い

・当協会ホームページよりＯＣＲシートをダウンロードして印刷する場合は、Ａ４サイズ
の白色の印刷用紙に、印刷時の設定で「実際のサイズ」を選択していることを確認し
印刷してください。

理由：「実際のサイズ」を選択しなかった場合、微妙に縮小されて印刷される場合が
あります。縮小されて印刷された場合機械で読込めませんので、再度記入していた
だく場合がありますので、ご了承ください。
なお、ＯＣＲ申請書をコピーされたものは受理できません。

・ＯＣＲシートを手書きではなく、ＰＣにて入力し印刷される場合は枠からずれないよう
にお願いします。

理由：機械が誤読することにより、修正作業に時間を要します。また、車検証への誤
記載が懸念されます。

2/2

・ＯＣＲシートを手書きではなく、ＰＣにて入力し印刷される場合は機械で読み取れる
よう文字の濃さを調整願います。

理由：文字が薄いと機械が読み取らないばかりか手作業による入力に時間を要しま
す。また、車検証への誤記載が懸念されます。
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申請書類提出順序のお願いについて

1. 自動車検査証
2. 検査票
3. ＯＣＲシート
4. 重量税納付書
5. 納税証明書※
6. 自賠責保険※
※提出の場合

1. ＯＣＲシート（複数件
出す場合は、まとめ
てください）

2. 保安基準適合証※
3. 重量税納付書
4. 自動車検査証
5. 納税証明書※
※提出の場合

1. 検査票
2. 返納証明書
（譲渡書）

3. ＯＣＲシート
4. 申請審査書
（申請依頼書）

5. 住民票
6. 重量税納付書
7. 自賠責保険※
8. 税申告書
※提出の場合

継続検査（持込） 継続検査（指定） 中古新規（持込）

車検証の記載内容は複雑化してきており、審査項目も増えております。
申請者の方の、お待ちいただく時間を少しでも減らしたいと考えておりますので、申請
書類の提出順序について御協力をお願いいたします。

※自動車検査記録事項（Ａ４の紙）は添付しないでください。

軽自動車の年次検査について

自家用車活用事業（日本版ライドシェア）の用に供する軽自動車

及び内燃機関を有する軽自動車のタクシー（福祉タクシーを除く。）

については、道路運送車両法に基づく検査（継続検査等）に加えて、

有効期間の満了する日から起算して、１４か月前から１２か月前ま

での間に、指定自動車整備事業者又は軽自動車検査協会に当該

自動車を提示し、道路運送車両の保安基準に適合することの確認

を受けることとなりました。
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持ち込み検査における年次検査の流れ

継続検査等と同様に予約が必要です。当協会予約システムにて予約を行う

場合は、〔継続検査〕を選択してください。予約画面に自動車検査証の有効

期間の満了する日が変更される旨の案内が表示されますが、年次検査にお

いては有効期間の更新を行わないため、そのまま予約を完了してください。

検査予約

2,100円（技術情報管理手数料は不要）

検査手数料

①自動車検査証 ②検査票 ③年次検査受検申出書（様式１）

受検書類

沖縄 580 あ ○○○○

ABC-１２３４５６７

株式会社 軽検タクシー

沖縄県浦添市港川５１２－１２

〇〇自動車整備工場

〇〇自動車整備工場

年次検査受検申出書 （記入例）
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受検者の皆様へ
検査場内事故防止のため、検査時は以下の事項を遵守するよう
ご協力お願いします。

・ 検査は焦らず、慌てずに行動すること。

・ 検査中は車両の前後に立たないこと。

・ 検査場内での追突事故等を防止するため、車両を停止するときは、ギヤをパーキング又は
ニュートラルにし、サイドブレーキを必ず引くこと。

・ 同一性の確認又は検査員の指示によりボンネットを開ける時は、必ずエンジンを停止し、
支持棒等により保持した状態にしてください。

・ 夏季はボンネットが熱くなっていますので、火傷防止のため手袋等を使用してください。

・ サンダル、スリッパ等運転装置に誤操作の恐れのある履物での受検はご遠慮ください。

・ 検査コース内は、携帯電話使用禁止です。スマートフォン等の操作もご遠慮下さい。

・ 検査コース内は、禁煙です。

ドライブオンリフトによる下回り検査のハンドル操作の手順について

誘導のとおりハンドル操作を行なわないと、車
両の損傷や受傷の恐れがありますので検査
員の誘導に従って、ハンドル操作をお願いし
ます。
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ドライブオンリフトによる下回り検査での注意事項

注意事項

リフト上では…
〇エンジンを停止してください

〇シフトレバー位置を、パーキン
グ又はニュートラルにしてください

〇駐車ブレーキを掛けてください

〇ドアを開けないでください

〇検査員の誘導に従ってください

構内事故防止にご協力をお願いします。

事務所出入口付近は見通しが
悪いにもかかわらずスピードを
出して走行している車両があり、
退出時、一時停止しないと衝突
する恐れがあります。

交通量が増えているので、必
ず一時停止し左右確認を行って
ください。

検査場出口、退出時に一時停
止しない車両があります。付
近に横断歩道もあり、横断者
と接触する恐れがあるため、
必ず一時停止し左右確認を
行ってください。
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車両操作ミスによる事故多発中！！

アクセルペダルとブレーキペ
ダルの踏み間違い、シフトレ
バーの位置確認不足など、
車両操作のミスによる事故
が多発しています。車両の
移動の際は十分に注意をさ
れますようお願いします。

追突されライトテスタ
に衝突！！

構内事故防止強化月間について（令和８年５月）
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構内事故防止強化月間について（令和８年５月）

事故動画の再生

構内駐車場レイアウト変更について

令和３年１２月より、駐車スペースの確保と、構内事故防止の観点から、外周
一方通行化に変更となっております。

〈外周一方通行化〉
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ご清聴ありがとうございました。
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